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  条   例   

条 例 第  １  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

山鹿植木広域行政事務組合の共同処理する事務の変更に伴う関係条例の整備に関す

る条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   山鹿植木広域行政事務組合の共同処理する事務の変更に伴う関係条例の整備に

関する条例 

 

（熊本市情報公開条例の一部改正） 

第１条 熊本市情報公開条例（平成１０年条例第３３号）の一部を次のように改正す

る。 

  附則に次の１項を加える。 

  （山鹿植木広域行政事務組合の共同処理する事務の変更に伴う経過措置） 

 ９ 平成２７年４月１日に実施される山鹿植木広域行政事務組合の共同処理する事

務の変更の際現に同組合が保有していた文書等で本市が引き継ぐものについて

は、附則第２項第１号の規定は適用せず、同項第２号中「この条例の施行の日」

とあるのは、「平成２７年４月１日」と読み替えて、同号の規定を適用する。 

（熊本市個人情報保護条例の一部改正） 

第２条 熊本市個人情報保護条例（平成１３年条例第４３号）の一部を次のように改

正する。 

  附則に次の見出し及び２項を加える。 

  （山鹿植木広域行政事務組合の共同処理する事務の変更に伴う経過措置） 

１７ 平成２７年４月１日に実施される山鹿植木広域行政事務組合の共同処理する

事務の変更の際現に同組合が保有している個人情報を引き続き取り扱う事務に

係る第６条第１項の規定の適用については、同項中「を開始しようとするときは、

あらかじめ」とあるのは、「については、平成２７年４月１日以後遅滞なく」と
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する。 

 １８ 平成２７年４月１日に実施される山鹿植木広域行政事務組合の共同処理する

事務の変更前にした山鹿植木広域行政事務組合個人情報保護条例（平成１８年条

例第２号）の規定に違反する行為に対する罰則の適用については、同条例の例に

よる。 

 （職務に専念する義務の特例に関する条例の一部改正） 

第３条 職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和２６年条例第９号）の一部を

次のように改正する。 

 附則に次の１項を加える。 

  （山鹿植木広域行政事務組合の共同処理する事務の変更に伴う経過措置） 

５ 平成２７年４月１日前に山鹿植木広域行政事務組合の職員であった者で引き続

き本市の職員となったものが同日前に山鹿植木広域行政事務組合職員の職務に

専念する義務の特例に関する条例（昭和４７年条例第１４号）第２条の規定によ

り受けた承認については、第２条の規定による本市の任命権者の承認とみなす。 

 （熊本市職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正） 

第４条 熊本市職員の服務の宣誓に関する条例（昭和２６年条例第１０号）の一部を

次のように改正する。 

 附則に次の１項を加える。 

  （山鹿植木広域行政事務組合の共同処理する事務の変更に伴う経過措置） 

 ５ 平成２７年４月１日前に山鹿植木広域行政事務組合の職員であった者で引き続

き本市の職員となったものが同日前において山鹿植木広域行政事務組合職員の

服務の宣誓に関する条例（昭和４７年条例第６号）に基づき行った服務の宣誓は、

この条例の規定に基づく宣誓とみなす。 

 （熊本市職員の分限及び懲戒等に関する条例の一部改正） 

第５条 熊本市職員の分限及び懲戒等に関する条例（昭和２８年条例第６号）の一部

を次のように改正する。 

 附則に次の１項を加える。 

  （山鹿植木広域行政事務組合の共同処理する事務の変更に伴う経過措置） 

 ５ 平成２７年４月１日前に山鹿植木広域行政事務組合の職員であった者で引き続

き本市の職員となったものに対して同日前になされた山鹿植木広域行政事務組
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合職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（昭和４７年条例第９号）及び

山鹿植木広域行政事務組合職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和４７年

条例第１０号）の規定による分限及び懲戒の手続及び効果は、この条例の相当規

定による手続及び効果とみなす。 

 （熊本市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第６条 熊本市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第３号）の一部を次の

ように改正する。 

  附則中第９項を第１０項とし、第５項から第８項までを１項ずつ繰り下げ、第４

項の次に次の１項を加える。 

  （山鹿植木広域行政事務組合の共同処理する事務の変更に伴う経過措置） 

 ５ 平成２７年４月１日前に山鹿植木広域行政事務組合の職員であった者で引き続

き本市の職員となったもののうち同日前に同組合の任命権者により育児休業、育

児短時間勤務又は部分休業の承認を受けた者については、本市の任命権者の承認

を受けたものとみなしてこの条例の規定を適用する。 

 （熊本市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第７条 熊本市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年条例第２号）の一部

を次のように改正する。 

 附則中第１０条を第１１条とし、第６条から第９条までを１条ずつ繰り下げ、第

５条の次に次の１条を加える。 

  （山鹿植木広域行政事務組合の共同処理する事務の変更に伴う経過措置） 

 第６条 平成２７年４月１日前に山鹿植木広域行政事務組合の職員であった者で引

き続き本市の職員となったものが同日前に山鹿植木広域行政事務組合職員の勤

務時間、休暇等に関する条例（平成７年条例第１号。以下「山鹿植木広域行政事

務組合条例」という。）の規定により承認を受けた病気休暇、特別休暇、介護休

暇及び組合休暇については、この条例の相当規定により本市の任命権者の承認を

受けたものとみなす。 

 ２ 平成２７年４月１日前に山鹿植木広域行政事務組合の職員であった者で引き続

き本市の職員となったものの同日から同年１２月３１日までの年次有給休暇の

日数については、第１１条の規定にかかわらず、同年３月３１日における山鹿植

木広域行政事務組合条例の規定による年次有給休暇の残日数とする。 
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（熊本市職員の再任用に関する条例の一部改正） 

第８条 熊本市職員の再任用に関する条例（平成１３年条例第３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  附則中第１２項を第１３項とし、第８項から第１１項までを１項ずつ繰り下げ、

第７項の次に次の１項を加える。 

  （山鹿植木広域行政事務組合の共同処理する事務の変更に伴う経過措置） 

 ８ 平成２７年４月１日前に山鹿植木広域行政事務組合の職員であった者で引き続

き本市の職員となったものに係る第２条の規定の適用については、その者の本市

の職員以外の地方公務員としての引き続いた在職期間は、本市の職員としての勤

続期間とみなす。 

 

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  ２  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市事務分掌条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市事務分掌条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市事務分掌条例（昭和４６年条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１条中「の局及び研究所」を「に掲げる組織」に改め、 

「 

 

 

総務局 

企画振興局 

財政局 」

を 

「 市長政策総室  

に、 
 総務局  

財政局  

 市民局 」

 

「 都市建設局 」 を 
「 都市建設局  

に改める。 
 東京事務所 」

第２条中「局及び研究所」を「組織」に改め、総務局の項の前に次のように加える。 

 市長政策総室 

  (1) 秘書に関すること。 

  (2) 市政全般の総合的企画並びに重要な政策の立案及び調整に関すること。 

 第２条中企画振興局の項を削り、財政局の項の次に次のように加える。 

 市民局 

  (1) 市民生活及び区政に関すること。 

  (2) 広報及び広聴に関すること。 

  (3) 情報化の推進に関すること。 

  (4) 人権に関すること。 

 第２条中都市建設局の項の次に次のように加える。 
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 東京事務所 

  (1) 国会、各省庁その他関係機関との連絡調整に関すること。 

  (2) 市政に関連のある情報の収集及び発信に関すること。 

  (3) 企業立地に関すること。 

  (4) 首都圏における観光宣伝その他のシティセールスに関すること。 

  (5) その他特命事項に関すること。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （熊本市交通安全対策会議条例の一部改正） 

２ 熊本市交通安全対策会議条例（昭和４５年条例第５１号）の一部を次のように改

正する。 

  第６条中「企画振興局」を「市民局」に改める。 

 （熊本市町界町名審議会条例の一部改正） 

３ 熊本市町界町名審議会条例（昭和５３年条例第５２号）の一部を次のように改正

する。 

  第１１条中「企画振興局」を「市民局」に改める。 
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条 例 第  ３  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市職員定数条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市職員定数条例の一部を改正する条例 

 

熊本市職員定数条例（昭和２４年告示第１２２号）の一部を次のように改正する。 

 

第２条第１号中「３，７５７人」を「３，７４２人」に改め、同条第７号中      

「７４５人」を「８１０人」に改め、同条第９号中「２２０人」を「１５０人」に改

め、同条第１１号中「７７０人」を「７９０人」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 



平成 27 年 3 月 31 日       熊 本 市 公 報         第 1397 号 
 

- 192 - 

条 例 第  ４  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市長等の給与に関する条例及び熊本市特別職の職員の退職手当に関する条例の

一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市長等の給与に関する条例及び熊本市特別職の職員の退職手当に関する条

例の一部を改正する条例 

 

 （熊本市長等の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 熊本市長等の給与に関する条例（昭和３１年条例第２６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条中「１，１３２，０００円」を「１，１８６，０００円」に、「８８３，０００

円」を「９４４，０００円」に改める。 

 （熊本市特別職の職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第２条 熊本市特別職の職員の退職手当に関する条例（昭和３８年条例第３号）の一

部を次のように改正する。 

  第２条中「１００分の６１」を「１００分の５３」に、「１００分の３５」を    

「１００分の２５」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  ５  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例 

 

熊本市議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償に関する条例（昭和２５年告示

第３２号）の一部を次のように改正する。 

 

第２条中「８１４，０００円」を「８１８，０００円」に、「７４１，０００円」を

「７４４，０００円」に、「６７１，０００円」を「６７４，０００円」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  ６  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市企業管理者の給与に関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市企業管理者の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市企業管理者の給与に関する条例（昭和４１年条例第４８号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 第２条中「７００，０００円」を「７０３，０００円（熊本市交通事業の設置等に

関する条例（昭和４１年条例第５１号）第１条に規定する交通事業の企業管理者にあ

っては、６３３，０００円）」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の

日から施行する。 

 （熊本市企業管理者の給与に関する条例の一部を改正する条例の一部改正） 

２ 熊本市企業管理者の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成２６年条例第

９３号）の一部を次のように改正する。 

  第２条の改正規定を削る。 



平成 27 年 3 月 31 日       熊 本 市 公 報         第 1397 号 
 

- 195 - 

条 例 第  ７  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市教育長の給与等に関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市教育長の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

 

熊本市教育長の給与等に関する条例（平成１０年条例第１７号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

第２条第１項中「７００，０００円」を「７０３，０００円」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  ８  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市一般職の職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 第１６条第２項中「２３，０００円」を「３０，０００円」に、「４５，０００円」

を「７０，０００円」に改める。 

 第２８条第１項中「年末年始の休日等」の次に「（次項においてこれらを「週休日等」

という。）」を加え、同条第２項を次のように改める。 

２ 前項に規定する場合のほか、第２４条に掲げる管理職手当の支給を受ける職員が

災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により週休日等以外の日の午前０時から

午前５時までの間であって正規の勤務時間以外の時間に勤務した場合は、当該職員

には、管理職員特別勤務手当を支給する。 

 第２８条第３項中「前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第

２項の次に次の１項を加える。 

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に

定める額とする。 

 (1) 第１項に規定する場合 同項の勤務１回につき、１２,０００円を超えない範

囲内において人事委員会規則で定める額（当該勤務に従事する時間等を考慮して

人事委員会規則で定める勤務にあっては、その額に１００分の１５０を乗じて得

た額） 

 (2) 前項に規定する場合 同項の勤務１回につき、６,０００円を超えない範囲内

において人事委員会規則で定める額 
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 第２９条第２項中「、第１６条」を削る。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （平成３０年３月３１日までの間における単身赴任手当に関する特例） 

２ この条例による改正後の熊本市一般職の職員の給与に関する条例第１６条第２項

の規定の適用については、平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの間、

同項中「３０，０００円」とあるのは、「３０，０００円を超えない範囲内において

人事委員会規則で定める額」とする。 

 （熊本市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の一部改正） 

３ 熊本市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成１８年条例

第４号）の一部を次のように改正する。 

  附則第８項中「には」の次に「、平成２９年３月３１日までの間に限り」を、「相

当する額」の次に「（以下この項において「差額相当額」という。）（平成２７年４月

１日から平成２８年３月３１日までにあっては２，０００円（差額相当額が    

２，０００円未満の場合にあっては、当該差額相当額）を差額相当額から減じて得

た額、平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までにあっては４，０００円

（差額相当額が４，０００円未満の場合にあっては、当該差額相当額）を差額相当

額から減じて得た額）」を加える。 

 （熊本市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

４ 熊本市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１９年条例第８号）の一

部を次のように改正する。 

  第９条第２項中「第２８条第１項及び」を「第２８条第１項及び第２項並びに」

に改め、「条例第２８条第１項」の次に「及び第２項」を加える。 
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条 例 第  ９  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市特別会計条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市特別会計条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市特別会計条例（昭和３９年条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 

第１条中第２０号を第２１号とし、第１２号から第１９号までを１号ずつ繰り下げ、

第１１号の次に次の１号を加える。 

 (12) 都市開発資金貸付事業会計 都市開発資金貸付事業 

 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  １０  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市土地開発基金条例を廃止する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市土地開発基金条例を廃止する条例 

 

熊本市土地開発基金条例（昭和４４年条例第３１号）は、廃止する。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２８年３月３１日から施行する。 
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条 例 第  １１  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市火災予防条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市火災予防条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市火災予防条例（昭和３７年条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 

 第４７条の次に次の１条を加える。 

（防火対象物の消防用設備等の状況の公表） 

第４７条の２ 消防長は、防火対象物を利用しようとする者の防火安全性の判断に資

するため、当該防火対象物の消防用設備等の状況が、法、令若しくはこれらに基づ

く命令又はこの条例の規定に違反する場合は、その旨を公表することができる。 

２ 消防長は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該防火対象物の関係

者にその旨を通知するものとする。 

３ 第１項の規定による公表の対象となる防火対象物及び違反の内容並びに公表の手

続は、規則で定める。 

 附則第７項中「この条例」を「熊本市火災予防条例の一部を改正する条例（平成   

２６年条例第１９号）」に改める。 

 附則に次の見出し及び３項を加える。 

 （山鹿植木広域行政事務組合の共同処理する事務の変更に伴う経過措置） 

８ 平成２７年４月１日前に旧山鹿植木広域行政事務組合火災予防条例（昭和４８年

条例第９号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規

定によりなされた処分、手続その他の行為とみなす。 

９ 旧鹿本郡植木町の区域に存する厨房設備に附属する排気ダクトで、平成２７年４

月１日において既に設置され、又は設置の工事に着手されていたもののうち、熊本

市火災予防条例の一部を改正する条例（平成２７年条例第１１号）による改正後の
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熊本市火災予防条例（以下「平成２７年改正条例」という。）第３条の４第１項第２

号から第４号までの規定に適合しないものに係る構造及び管理の基準については、

これらの規定にかかわらず、平成２８年３月３１日までの間、なお従前の例による。 

１０ 旧鹿本郡植木町の区域に存する個室型店舗で、平成２７年４月１日において現

に存する防火対象物若しくはその部分又は現に新築、増築、改築、移転、修繕若し

くは模様替えの工事中の防火対象物若しくはその部分のうち、平成２７年改正条例

第３７条の３の規定に適合しないものに係る管理の基準については、同条の規定は、

平成２８年３月３１日までの間、適用しない。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、附則第７項の改正規定は、

公布の日から施行する。 
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条 例 第  １２  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市消防本部及び消防署の設置等に関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市消防本部及び消防署の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

熊本市消防本部及び消防署の設置等に関する条例（昭和３９年条例第４８号）の一

部を次のように改正する。 

 

別表熊本市中央消防署の部を次のように改める。 

熊本市

中央消

防署 

熊本市

中央区

大江３

丁目１

番３号 

中央区 熊本市西消防署の管轄区域を除く区域 

北区 全域 

 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  １３  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を指定

するための基準、手続等に関する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を

指定するための基準、手続等に関する条例 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３１４条の７第１項

第４号に規定する寄附金を受け入れる特定非営利活動法人（特定非営利活動促進法

（平成１０年法律第７号。以下「法」という。）第２条第２項に規定する特定非営利

活動法人をいう。以下同じ。）を条例で指定するための基準、手続等に関し必要な事

項を定めることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において「指定」とは、特定非営利活動法人を地方税法第３１４条

の７第１項第４号に規定する寄附金を受け入れる特定非営利活動法人として条例で

定めることをいう。 

２ この条例において「指定特定非営利活動法人」とは、指定を受けた特定非営利活

動法人をいう。 

（指定の申出） 

第３条 指定を受けようとする特定非営利活動法人は、規則で定めるところにより、

市長に申し出なければならない。 

（指定のために必要な手続を行う基準） 

第４条 市長は、前条の規定により申出をした特定非営利活動法人が次に掲げる基準

に適合すると認めるときは、当該特定非営利活動法人について、指定のために必要

な手続を行うものとする。 
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 (1) 熊本市認証法人（法第９条の所轄庁が熊本市長である特定非営利活動法人をい

う。）であること。 

 (2) 次のいずれにも該当すること。 

ア 特定非営利活動に係る事業が、市民の福祉の増進に寄与するものとして規則

で定める基準に適合すること。 

イ 当該特定非営利活動法人以外の者からの支持を示す実績が規則で定める基

準に適合すること。 

ウ 規則で定める方法により、不特定かつ多数の者に事業活動を公開しているこ

と。 

 (3) その運営組織及び経理に関し、次に掲げる基準に適合していること。 

ア 各役員について、次の(ｱ)に掲げる者の数及び次の(ｲ)に掲げる者の数の当該

特定非営利活動法人における役員の総数のうちに占める割合が、それぞれ３分

の１以下であること。 

(ｱ) 当該役員並びに当該役員の配偶者及び３親等以内の親族並びに当該役員

と規則で定める特殊の関係のある者 

(ｲ) 特定の法人（当該特定の法人との間に発行済株式又は出資（その有する

自己の株式又は出資を除く。）の総数又は総額の１００分の５０以上の株式

又は出資の数又は金額を直接又は間接に保有する関係その他の規則で定め

る関係のある法人を含む。）の役員又は使用人である者並びにこれらの者の

配偶者及び３親等以内の親族並びにこれらの者と規則で定める特殊の関係

のある者 

イ 各社員の表決権が平等であること。 

ウ その会計について公認会計士若しくは監査法人の監査を受けていること又

は規則で定めるところにより帳簿及び書類を備え付けてこれらにその取引を

記録し、かつ、当該帳簿及び書類を保存していること。 

エ その支出した金銭でその使途が明らかでないものがあることその他の不適

正な経理として規則で定める経理が行われていないこと。 

(4) その事業活動に関し、次に掲げる基準に適合していること。 

ア 次に掲げる活動を行っていないこと。 

   (ｱ) 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成すること。 



平成 27 年 3 月 31 日       熊 本 市 公 報         第 1397 号 
 

- 205 - 

   (ｲ) 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対すること。 

   (ｳ) 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する

公職をいう。以下この号において同じ。）の候補者（当該候補者になろうとす

る者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれら

に反対すること。 

イ その役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは

３親等以内の親族又はこれらの者と規則で定める特殊の関係のある者に対し

特別の利益を与えないことその他の特定の者と特別の関係がないものとして

規則で定める基準に適合していること。 

  ウ 実績判定期間（指定を受けようとする特定非営利活動法人の直前に終了した

事業年度の末日以前５年（指定を受けたことのない特定非営利活動法人が指定

を受けようとする場合にあっては、２年）内に終了した各事業年度のうち最も

早い事業年度の初日から当該末日までの期間をいう。以下同じ。）における事

業費の総額のうちに特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合又はこれ

に準ずるものとして規則で定める割合が１００分の８０以上であること。 

エ 実績判定期間における受入寄附金総額の１００分の７０以上を特定非営利

活動に係る事業費に充てていること。 

(5) 次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合

を除いて、これを主たる事務所及びその他の事務所において閲覧させること。 

  ア 事業報告書等（前事業年度の事業報告書、計算書類（法第２７条第３号に規

定する計算書類をいう。）及び財産目録並びに年間役員名簿（前事業年度にお

いて役員であったことがある者全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの

者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿をいう。）並びに

前事業年度の末日における社員のうち１０人以上の者の氏名（法人にあっては、

その名称及び代表者の氏名）及び住所又は居所を記載した書面をいう。以下同

じ。）、役員名簿（役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の

有無を記載した名簿をいう。以下同じ。）及び定款等（定款並びにその認証及

び登記に関する書類の写しをいう。以下同じ。） 

イ この条の各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類、第６条各号のいず

れにも該当しない旨を説明する書類及び寄附金を充当する予定の具体的な事
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業の内容を記載した書類並びに第１２条第２項第２号から第４号までに掲げ

る書類、同条第３項の書類及び同条第４項の書類 

(6) 各事業年度において、事業報告書等を法第２９条の規定により所轄庁に提出し

ていること。 

(7) 法令若しくは条例（以下「法令等」という。）又は法令等に基づいてする行政

庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により利益を得、又は得ようと

した事実その他公益に反する事実がないこと。 

(8) 前条の申出をした日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後１年を

超える期間が経過していること。 

(9) 実績判定期間において、第２号（イを除く。）及び第３号並びに第４号ア及び

イ並びに第５号から第７号までに掲げる基準（当該実績判定期間中に、指定を受

けていない期間が含まれる場合には、当該期間については第５号イに掲げる基準

を除く。）に適合していること。 

（合併特定非営利活動法人に関する適用） 

第５条 第３条の申出をしようとする特定非営利活動法人が、合併後存続した特定非

営利活動法人で同条の申出をしようとする事業年度の初日においてその合併の日以

後１年を超える期間が経過していないものである場合における前条の規定の適用に

ついては、同条第４号ウ中「の末日」とあるのは「の末日（当該末日の翌々日以後

に合併をした場合にあっては、その合併の日の前日）」と、「各事業年度」とあるの

は「当該特定非営利活動法人又は合併によって消滅した各特定非営利活動法人の各

事業年度」と、同条第８号中「その設立の日」とあるのは「当該申出に係る特定非

営利活動法人又は合併によって消滅した各特定非営利活動法人の設立の日のうち最

も早い日」とする。 

２ 前項に規定する場合において、当該特定非営利活動法人の合併前の期間につき前

条第２号イ、第４号ウ及びエ並びに第９号に掲げる基準に適合するか否かの判定は、

次の各号に掲げる基準に応じ、当該各号に定めるところにより行うものとする。 

(1) 前条第２号イ並びに第４号ウ及びエに掲げる基準 当該特定非営利活動法人

及び合併によって消滅した各特定非営利活動法人を一の法人とみなして判定す

ること。 

(2) 前条第９号（同条第５号イに掲げる基準に係る部分を除く。）に掲げる基準 
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 当該特定非営利活動法人及び合併によって消滅した各特定非営利活動法人の

それぞれについて判定すること。 

(3) 前条第９号（同条第５号イに掲げる基準に係る部分に限る。）に掲げる基準 

 当該特定非営利活動法人及び合併によって消滅した各特定非営利活動法人（い

ずれも実績判定期間中に指定を受けていた期間が含まれるものに限る。）のそれ

ぞれについて判定すること。 

３ 前２項の規定は、第３条の申出をしようとする特定非営利活動法人が合併によっ

て設立した特定非営利活動法人で同条の申出をしようとする事業年度の初日におい

てその設立の日以後１年を超える期間が経過していないものである場合における前

条の規定の適用について準用する。この場合において、第１項中「当該特定非営利

活動法人又は合併」及び「当該申出に係る特定非営利活動法人又は合併」とあり、

並びに前項各号中「当該特定非営利活動法人及び合併」とあるのは「合併」と、第

１項中「当該末日の翌々日以後に合併をした場合にあっては、その合併」とあるの

は「前条の申出をしようとする日の前日において、設立後最初の事業年度が終了し

ていない場合にあっては、その設立」と、前項中「合併前」とあるのは「設立前」

と読み替えるものとする。 

（欠格事由） 

第６条 第４条の規定にかかわらず、市長は、次のいずれかに該当する特定非営利活

動法人については、指定のために必要な手続を行わないものとする。 

(1) その役員のうちに、次のいずれかに該当する者があるもの 

ア 指定特定非営利活動法人が第１８条第１項第２号、第３号若しくは第７号又

は同条第２項各号のいずれかに該当し、指定を取り消された場合において、そ

の取消しの原因となった事実があった日以前１年内に当該指定特定非営利活

動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの効力を生じた日から

５年を経過しないもの 

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けること

がなくなった日から５年を経過しない者 

ウ 法若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）の規定若しくは熊本市暴力団排除条例（平成２３年条例第９４号）

の規定に違反したことにより、若しくは刑法（明治４０年法律第４５号）第  
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２０４条、第２０６条、第２０８条、第２０８条の２、第２２２条若しくは第

２４７条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正１５年法律第６０

号）の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律中偽りそ

の他不正の行為により国税若しくは地方税を免れ、納付せず、若しくはこれら

の税の還付を受け、若しくはこれらの違反行為をしようとすることに関する罪

を定めた規定に違反したことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わっ

た日又はその執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者 

エ 暴力団の構成員等（暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号及び第６号において同

じ。）の構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下この号において同じ。）

又は暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。第６号に

おいて同じ。） 

(2) 第１８条第１項第２号、第３号若しくは第７号又は第２項各号のいずれかに該

当し、指定を取り消された場合において、その取消しの効力を生じた日から５年

を経過しないもの 

(3) その定款又は事業計画書の内容が法令等又は法令等に基づいてする行政庁の

処分に違反しているもの 

(4) 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了

の日から３年を経過しないもの 

(5) 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から３年を経過

しないもの 

(6) 次のいずれかに該当するもの 

ア 暴力団 

イ 暴力団又は暴力団の構成員等の統制の下にあるもの 

（指定の通知等） 

第７条 市長は、指定があったときはその旨を、第４条の規定による指定のために必

要な手続を行わないことを決定したとき又は指定がなかったときはその旨及びその

理由を、第３条の規定による申出をした特定非営利活動法人に対し、速やかに、書

面により通知しなければならない。 

２ 市長は、指定があったときは、インターネットの利用その他の方法により、その
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旨及び当該指定特定非営利活動法人に係る規則で定める事項を公表しなければなら

ない。 

（名称等の使用制限） 

第８条 指定特定非営利活動法人でない者は、その名称又は商号中に、指定特定非営

利活動法人であると誤認されるおそれのある文字を用いてはならない。 

２ 何人も、不正の目的をもって、他の指定特定非営利活動法人であると誤認される

おそれのある名称又は商号を使用してはならない。 

（更新の申出） 

第９条 指定の効力を生じた日の属する月の翌月の初日（この項の規定による申出を

し、指定の更新を受けた場合にあっては、当該更新後の指定の効力を生じた日）か

ら起算して５年を経過する日以後引き続き指定特定非営利活動法人として特定非営

利活動を行おうとする指定特定非営利活動法人は、指定の更新を受けなければなら

ない。 

２ 前項の指定の更新を受けようとする指定特定非営利活動法人は、規則で定める期

間（以下「更新申出期間」という。）内に、市長に対し、指定の更新の申出をしなけ

ればならない。ただし、災害その他やむを得ない事由により更新申出期間内にその

申出をすることができないときは、この限りでない。 

３ 第３条、第４条（第８号を除く。）及び第５条（第３項を除く。）から第７条まで

の規定は、前項の申出について準用する。この場合において、第５条第１項中「特

定非営利活動法人」とあるのは「指定特定非営利活動法人」と、「当該特定非営利活

動法人」とあるのは「当該指定特定非営利活動法人」と、「と、同条第８号中「その

設立の日」とあるのは「当該申出に係る特定非営利活動法人又は合併によって消滅

した各特定非営利活動法人の設立の日のうち最も早い日」とする」とあるのは「と

する」と読み替えるものとする。 

（事業報告書等、役員名簿又は定款等の閲覧） 

第１０条 指定特定非営利活動法人は、事業報告書等、役員名簿又は定款等の閲覧の

請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを主たる事務所又は

その他の事務所のうち当該閲覧の請求をした者が選択した事務所において閲覧させ

なければならない。 

（変更の届出等） 
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第１１条 指定特定非営利活動法人は、当該指定特定非営利活動法人の名称その他の

規則で定める事項に変更があったときは、遅滞なく、規則で定めるところにより、

その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があった場合において、必要があると認めるとき

は、当該指定特定非営利活動法人が第４条各号に掲げる基準に適合するかどうかを

確認しなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定による届出があった場合において、第２条第１項に規定す

る条例において定める事項を変更する必要があるときは、当該指定特定非営利活動

法人について、当該条例において定める事項の変更のために必要な手続を行うもの

とする。 

（書類の備置き等） 

第１２条 指定特定非営利活動法人は、指定を受けたときは、規則で定める書類を、

指定の効力を生じた日から起算して５年間、主たる事務所及びその他の事務所に備

え置かなければならない。 

２ 指定特定非営利活動法人は、毎事業年度初めの３月以内に、規則で定めるところ

により、次に掲げる書類を作成し、第１号に掲げる書類についてはその作成の日か

ら起算して５年間、第２号から第４号までに掲げる書類については翌々事業年度の

末日までの間、これらを主たる事務所及びその他の事務所に備え置かなければなら

ない。 

 (1) 前事業年度の寄附者名簿 

 (2) 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

 (3) 前事業年度の収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡若しくは貸付

け又は役務の提供に関する事項、寄附金に関する事項その他の規則で定める事項

を記載した書類 

 (4) 前３号に掲げるもののほか、規則で定める書類 

３ 指定特定非営利活動法人は、助成金の支給を行ったときは、規則で定めるところ

により、遅滞なく、その助成の実績を記載した書類を作成し、その作成の日から起

算して３年が経過した日を含む事業年度の末日までの間、これを主たる事務所及び

その他の事務所に備え置かなければならない。 

４ 指定特定非営利活動法人は、海外への送金又は金銭の持出し（その金額が２００
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万円以下のものを除く。次条第２項において同じ。）を行うときは、規則で定めると

ころにより、事前に、その金額及び使途並びにその予定日（災害に対する援助その

他緊急を要する場合で事前の作成が困難なときは、事後遅滞なく、その金額及び使

途並びにその実施日）を記載した書類を作成し、その作成の日から起算して３年が

経過した日を含む事業年度の末日までの間、これを主たる事務所及びその他の事務

所に備え置かなければならない。 

５ 指定特定非営利活動法人は、規則で定める書類又は第２項各号に掲げる書類若し

くは前２項の書類の閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、

これを主たる事務所又はその他の事務所のうち当該閲覧の請求をした者が選択した

事務所において閲覧させなければならない。 

（役員報酬規程等の提出） 

第１３条 指定特定非営利活動法人は、規則で定めるところにより、毎事業年度１回、

前条第２項第２号から第４号までに掲げる書類を市長に提出しなければならない。

ただし、既に市長に提出されている当該書類の内容に変更がないときは、その旨を

記載した書面を提出することをもって、当該書類の提出に代えるものとする。 

２ 指定特定非営利活動法人は、助成金の支給を行ったとき又は海外への送金若しく

は金銭の持出しを行うときは、規則で定めるところにより、前条第３項又は第４項

の書類を市長に提出しなければならない。 

（役員報酬規程等の公開） 

第１４条 市長は、指定特定非営利活動法人から提出を受けた第１２条第２項第２号

から第４号までに掲げる書類又は同条第３項若しくは第４項の書類（過去３年間に

提出を受けたものに限る。）その他規則で定める書類について閲覧又は謄写の請求が

あったときは、規則で定めるところにより、これを閲覧させ、又は謄写させなけれ

ばならない。 

（指定特定非営利活動法人の合併） 

第１５条 指定特定非営利活動法人は、指定特定非営利活動法人でない特定非営利活

動法人と合併しようとするときは、規則で定めるところにより、法第３４条第３項

の認証の申請後遅滞なく、その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、合併後存続する特定非営利活動

法人が第４条各号（第８号を除く。）に掲げる基準に適合するかどうかを確認しなけ
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ればならない。 

３ 第４条（第８号を除く。）、第６条及び第１２条第１項の規定は、第１項の規定に

よる届出（指定特定非営利活動法人が合併後存続する場合に限る。）について準用す

る。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第４条 前条の規定により申出をした特

定非営利活動法人 

第１５条第１項の規定による届

出をした指定特定非営利活動法

人（合併後存続するものに限

る。） 

と認めるときは、当該特定非営

利活動法人について、指定 

と認める場合で、第２条第１項

において規定する条例に定める

事項を変更する必要があるとき

は、当該指定特定非営利活動法

人について、当該条例に定める

事項の変更 

第４条第４

号ウ 

指定を受けようとする特定非営

利活動法人の 

合併後存続する指定特定非営利

活動法人又は合併によって消滅

する各特定非営利活動法人の各

事業年度のうち 

５年（指定を受けたことのない

特定非営利活動法人が指定を受

けようとする場合にあっては、

２年） 

２年 

 

各事業年度 当該指定特定非営利活動法人又

は合併によって消滅する各特定

非営利活動法人の各事業年度 

第６条 該当する特定非営利活動法人 該当する合併後存続する指定特

定非営利活動法人 

指定のために 第２条第１項において規定する
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  条例に定める事項の変更のため

に 

第１２条第

１項 

指定特定非営利活動法人 合併後存続する指定特定非営利

活動法人 

指定を受けた 法第３９条第１項の規定による

登記をした 

４ 前項の規定により第４条の規定を準用する場合において合併後存続する特定非営

利活動法人及び合併によって消滅する各特定非営利活動法人の実績判定期間につき

前項において準用する同条第２号イ、第４号ウ及びエ並びに第９号に掲げる基準に

適合するか否かの判定は、次の各号に掲げる基準に応じ、当該各号に定めるところ

により行うものとする。 

(1) 第４条第２号イ並びに第４号ウ及びエに掲げる基準 当該特定非営利活動法

人及び合併によって消滅する各特定非営利活動法人を一の法人とみなして判定

すること。 

(2) 第４条第９号（同条第５号イに掲げる基準に係る部分を除く。）に掲げる基準 

 当該特定非営利活動法人及び合併によって消滅する各特定非営利活動法人の

それぞれについて判定すること。 

(3) 第４条第９号（同条第５号イに掲げる基準に係る部分に限る。）に掲げる基準 

 当該特定非営利活動法人及び合併によって消滅する各特定非営利活動法人（い

ずれも実績判定期間中に指定を受けていた期間が含まれるものに限る。）のそれ

ぞれについて判定すること。 

（報告及び検査） 

第１６条 市長は、指定特定非営利活動法人が法令等、法令等に基づいてする行政庁

の処分若しくは定款に違反し、又はその運営が著しく適正を欠いている疑いがある

と認めるときは、当該指定特定非営利活動法人に対し、その業務若しくは財産の状

況に関し報告をさせ、又はその職員に、当該指定特定非営利活動法人の事務所その

他の施設に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿、書類その他の物

件を検査させることができる。 

２ 市長は、前項の規定による検査をさせる場合においては、当該検査をする職員に、

同項の疑いがあると認める理由を記載した書面を、あらかじめ、当該指定特定非営
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利活動法人の役員その他の当該検査の対象となっている事務所その他の施設の管理

について権限を有する者（第４項において「指定特定非営利活動法人の役員等」と

いう。）に提示させなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、市長が第１項の規定による検査の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあると認める場合には、前項の規定による書面の提示を要しない。 

４ 前項の場合において、市長は、第１項の規定による検査を終了するまでの間に、

当該検査をする職員に、同項の疑いがあると認める理由を記載した書面を、指定特

定非営利活動法人の役員等に提示させるものとする。 

５ 第２項又は前項の規定は、第１項の規定による検査をする職員が、当該検査によ

り第２項又は前項の規定により理由として提示した事項以外の事項について第１項

の疑いがあると認められることとなった場合において、当該事項に関し検査を行う

ことを妨げるものではない。この場合において、第２項又は前項の規定は、当該事

項に関する検査については適用しない。 

６ 第１項の規定による検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人

にこれを提示しなければならない。 

７ 第１項の規定による検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解しては

ならない。 

（勧告、命令等） 

第１７条 市長は、指定特定非営利活動法人について、次条第２項各号のいずれかに

該当すると疑うに足りる相当な理由がある場合には、当該指定特定非営利活動法人

に対し、期限を定めて、その改善のために必要な措置をとるべき旨の勧告をするこ

とができる。 

２ 市長は、前項の規定による勧告をしたときは、インターネットの利用その他の方

法により、その勧告の内容を公表しなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定による勧告を受けた指定特定非営利活動法人が、正当な理

由がなく、その勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定特定非営利活動法

人に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 

４ 第１項の規定による勧告及び前項の規定による命令は、書面により行わなければ

ならない。  

５ 市長は、第３項の規定による命令をしたときは、インターネットの利用その他の
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方法により、その旨を公表しなければならない。 

（指定の取消しのために必要な手続を行う基準等） 

第１８条 市長は、指定特定非営利活動法人が次のいずれかに該当するときは、指定

の取消しのために必要な手続を行わなければならない。 

(1) 指定特定非営利活動法人が第４条第１号に掲げる基準に適合しなくなったと

き。 

(2) 第６条各号（第２号を除く。）（第９条第３項及び第１５条第３項において準用

する場合を含む。）のいずれかに該当するとき。 

(3) 偽りその他不正の手段により指定又は指定の更新を受けたとき。 

(4) 更新申出期間内に、第９条第２項の指定の更新の申出をしなかったとき（同項

ただし書に該当する場合を除く。）。 

(5) 第９条第２項の指定の更新の申出をした場合であって、当該指定特定非営利活

動法人が同条第３項において準用する第４条各号（第１号を除く。）に掲げる基

準に適合しないと市長が認めたとき。 

(6) 第１５条第１項の規定による届出があった場合（指定特定非営利活動法人が合

併後存続する場合に限る。）であって、合併後存続する特定非営利活動法人が同

条第３項において準用する第４条各号（第１号を除く。）に掲げる基準に適合し

ないと市長が認めたとき。 

(7) 正当な理由がなく、前条第３項の規定による命令に従わないとき。 

(8) 指定特定非営利活動法人から指定の取消しの申出があったとき。 

(9) 指定特定非営利活動法人が解散したとき。 

２ 市長は、指定特定非営利活動法人が次のいずれかに該当するときは、指定の取消

しのために必要な手続を行うことができる。 

(1) 法第２９条又は第１３条の規定に違反して、書類の提出を怠ったとき。 

(2) 第４条第３号、第４号ア若しくはイ又は第７号に掲げる基準に適合しなくなっ

たとき。 

(3) 法第２３条第１項、法第２５条第６項、第１１条第１項又は第１５条第１項の

規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 

(4) 法第２５条第３項に係る定款変更があった場合に、同項の認証の申請をしなか

ったとき。 
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(5) 正当な理由がないのに、第１０条又は第１２条第５項の規定に違反して書類を

閲覧させず、又は虚偽の書類を閲覧させたとき。 

(6) 第１２条第１項（第１５条第３項において準用する場合を含む。）又は第１２

条第２項から第４項までの規定に違反して、書類を備え置かず、又はこれに記載

すべき事項を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき。 

(7) 第１６条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項

の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 

(8) 前項各号及び前各号に掲げるもののほか、法令等又は法令等に基づいてする行

政庁の処分に違反したとき。 

３ 市長は、指定が取り消されたときは、指定が取り消された特定非営利活動法人に

対し、その旨及びその理由を、速やかに、書面により通知しなければならない。 

４ 第７条第２項の規定は、第１項又は第２項の規定による指定の取消しについて準

用する。この場合において、第７条第２項中「その旨及び」とあるのは、「その旨及

びその理由並びに」と読み替えるものとする。 

（協力依頼） 

第１９条 市長は、この条例の施行のため必要があると認めるときは、国又は他の地

方公共団体その他の者に照会し、又は協力を求めることができる。 

（委任） 

第２０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  １４  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市町界町名審議会条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市町界町名審議会条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市町界町名審議会条例（昭和５３年条例第５２号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 第２条各号を次のように改める。 

(1) 住居表示の整備に関する事業に係る町の区域の新設、町若しくは字の区域の廃

止又は町の区域若しくは名称の変更に関すること。 

(2) 住居表示の整備に関する事業計画及び実施方法その他住居表示の整備に関す

る事業に係る重要事項に関すること。 

(3) 住居表示の整備に関する事業以外の事業に係る町の区域の新設又は廃止に関

すること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、町界町名に関する事業の円滑な施行のために市長

が必要と認める事項 

 

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  １５  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

町及び字の区域の変更に伴う関係条例の整備に関する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   町及び字の区域の変更に伴う関係条例の整備に関する条例 

 

（熊本市区の設置等に関する条例の一部改正） 

第１条 熊本市区の設置等に関する条例（平成２３年条例第６１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  別表北区の項中「、泗水町南田島」を削る。 

（熊本市農業委員会の選挙による委員の定数等に関する条例の一部改正） 

第２条 熊本市農業委員会の選挙による委員の定数等に関する条例（昭和３２年条例

第３３号）の一部を次のように改正する。 

  別表第９選挙区の項中「、泗水町南田島」を削る。 

 

   附 則 

 この条例は、南田島・佐野地区経営体育成基盤整備事業に係る換地処分の公告があ

った日の翌日から施行する。 
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条 例 第  １６  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係

条例の整備に関する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う

関係条例の整備に関する条例 

 

 （職務に専念する義務の特例に関する条例の一部改正） 

第１条 職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和２６年条例第９号）の一部を

次のように改正する。 

  第１条中「第３５条」の次に「及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭

和３１年法律第１６２号）第１１条第５項」を加える。 

  第２条中「職員」の次に「（教育長を含む。）」を加える。 

 （熊本市青少年問題協議会設置条例の一部改正） 

第２条 熊本市青少年問題協議会設置条例（昭和３０年条例第４６号）の一部を次の

ように改正する。 

  第２条第３項第２号を次のように改める。 

(2) 教育長及び教育委員会委員 

 （熊本市教育長の給与等に関する条例の一部改正） 

第３条 熊本市教育長の給与等に関する条例（平成１０年条例第１７号）の一部を次

のように改正する。 

  第１条中「教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第１６条第２項」を「地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０４条第３項」に改める。 

  第２条第２項を削る。 

  第３条中「前条第１項」を「前条」に改める。 

 （熊本市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例の一部改正） 



平成 27 年 3 月 31 日       熊 本 市 公 報         第 1397 号 
 

- 220 - 

第４条 熊本市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例（平成２３年条例第

１５号）の一部を次のように改正する。 

  本則中「第２４条の２第１項」を「第２３条第１項」に改める。 

 （熊本市太陽光発電のための公共施設の屋根等の使用に関する条例の一部改正） 

第５条 熊本市太陽光発電のための公共施設の屋根等の使用に関する条例（平成２５

年条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

  第３条中「第２３条第２号」を「第２１条第２号」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の職務に専念する義務の特例に関する条例第１条及び

第２条の規定は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律

（平成２６年法律第７６号）附則第２条第１項の規定により在職する教育長につい

ては、適用しない。 

３ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律附則第２条第１

項の規定により在職する教育長がある場合における第３条の規定による改正後の熊

本市教育長の給与等に関する条例第１条の規定の適用については、同条中「地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２０４条第３項」とあるのは「地方教育行政の

組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第７６号）附則

第９条の規定によりなお効力を有することとされる教育公務員特例法（昭和２４年

法律第１号）第１６条第２項」とする。 
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条 例 第  １７  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市立幼稚園条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市立幼稚園条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市立幼稚園条例（昭和３９年条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条中「幼稚園」を「本市が設置する幼稚園（以下「幼稚園」という。）」に改め

る。 

 第４条第１項を次のように改める。 

  幼稚園の保育料は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第２７条

第３項第１号又は同法第２８条第２項第１号若しくは第３号に規定する内閣総理大

臣が定める基準により算定した費用の額（同法第２７条第１項に規定する施設型給

付費又は同法第２８条第１項に規定する特例施設型給付費の支給がある場合にあっ

ては、同法第２７条第３項第２号又は同法第２８条第２項第１号若しくは第３号に

規定する政令で定める額（これらの額が２５，７００円を上回る場合にあっては、

２５，７００円）を限度として幼児の保護者の属する世帯の所得の状況その他の事

情を勘案して規則で定める額）とする。 

 第４条第２項中「、月額分納とし」を削る。 

 附則第２項の次に次の１項を加える。 

３ 子ども・子育て支援法附則第９条第１項第１号又は第２号の規定の適用を受ける

幼児の保育料は、第４条第１項の規定にかかわらず、子ども・子育て支援法附則第

９条第１項第１号イ又は第２号イに規定する政令で定める額（これらの額が   

２５，７００円を上回る場合にあっては、２５，７００円）を限度として幼児の保

護者の属する世帯の所得の状況その他の事情を勘案して規則で定める額とする。 
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附 則 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の熊本市立幼稚園条例の規定は、この条例の施行の日以後

に入園し、又は在園する幼児について適用する。 
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条 例 第  １８  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市立特別支援学校条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市立特別支援学校条例 

 

 （設置） 

第１条 本市は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に基づき、特別支援学校を

設置する。 

 （名称等） 

第２条 特別支援学校の名称、位置、部及び学科は、次のとおりとする。 

名称 位置 部 学科 

熊本市立平成さくら支援学校 熊本市南区平成２丁目２０番１号 高等部 普通科

 （授業料） 

第３条 特別支援学校の授業料は、徴収しない。 

 （入学料） 

第４条 特別支援学校に入学を許可された者から、入学料は、徴収しない。 

 （入学考査手数料） 

第５条 特別支援学校に入学しようとする者から、入学考査手数料は、徴収しない。 

 （証明手数料） 

第６条 特別支援学校において卒業証明書、修了証明書又は在学証明書を発行する場

合は、各１通につき手数料４００円を徴収する。 

２ 前項の規定にかかわらず、特別支援学校に在学する者の申請に対してする前項の

証明書の発行については、手数料を徴収しない。 

 

   附 則  

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の
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日から施行する。 

２ この条例を施行するために必要な準備行為は、この条例の施行前においても行う

ことができる。 
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条 例 第  １９  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市立高等学校等の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市立高等学校等の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

熊本市立高等学校等の職員の給与に関する条例（昭和２９年条例第１８号）の一部

を次のように改正する。 

 

 第１１条第１項中「年末年始の休日等」という。）」の次に「（次項においてこれらを

「週休日等」という。）」を加え、同条第２項を次のように改める。 

２ 前項に規定する場合のほか、前条第１項に掲げる管理職手当の支給を受ける職員

が災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により週休日等以外の日の午前０時か

ら午前５時までの間であって正規の勤務時間以外の時間に勤務した場合は、当該職

員には、管理職員特別勤務手当を支給する。 

第１１条第３項中「前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第

２項の次に次の１項を加える。 

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に

定める額とする。 

(1) 第１項に規定する場合 同項の勤務１回につき、６，０００円を超えない範囲

内において人事委員会規則で定める額（当該勤務に従事する時間等を考慮して人

事委員会規則で定める勤務にあっては、その額に１００分の１５０を乗じて得た

額） 

(2) 前項に規定する場合 同項の勤務１回につき、６，０００円を超えない範囲内

において人事委員会規則で定める額 

 第１２条第２項第１号中「６，４００円」を「８，０００円」に改め、同項第２号

中「６，０００円」を「７，５００円」に改め、同項第３号中「３，４００円」を     
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「４，２５０円」に改め、同項第４号ア中「２，２００円」を「２，７００円」に改

め、同号イ中「１，１００円」を「１，３５０円」に改める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（熊本市立高等学校等の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の一部改

正） 

２ 熊本市立高等学校等の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成１８

年条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

  附則第６項中「には」の次に「、平成２９年３月３１日までの間に限り」を、「相

当する額」の次に「（以下この項において「差額相当額」という。）（平成２７年４月

１日から平成２８年３月３１日までにあっては２，０００円（差額相当額が    

２，０００円未満の場合にあっては、当該差額相当額）を差額相当額から減じて得

た額、平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までにあっては４，０００円

（差額相当額が４，０００円未満の場合にあっては、当該差額相当額）を差額相当

額から減じて得た額）」を加える。 

 （熊本市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

３ 熊本市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１９年条例第８号）の一部を

次のように改正する。 

  第１１条第２項中「特定任期付職員」と」の次に「、教育職条例第１１条第２項

中「受ける職員」とあるのは「受ける職員及び任期付職員条例第７条第１項に規定

する特定任期付職員」と」を加える。 
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条 例 第  ２０  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市介護保険条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市介護保険条例（平成１２年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条第１号中「３１，６８０円」を「３４，２００円」に改め、同条第２号中

「３１，６８０円」を「４２，７５６円」に改め、同条第３号中「４７，５２０円」

を「５１，３００円」に改め、同条第４号中「６３，３６０円」を「５９，８５６円」

に改め、同条第１０号中「１２０，３８４円」を「１４３，６４０円」に改め、同号

を同条第１３号とし、同号の前に次の２号を加える。 

(11) 次のいずれかに該当する者 １２９，９６０円 

ア 合計所得金額が６００万円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しな

いもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項

第１号イ（同号イ(1)に係る部分を除く。）又は次号イに該当する者を除く。） 

(12) 次のいずれかに該当する者 １３６，８００円 

ア 合計所得金額が７００万円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しな

いもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項

第１号イ（同号イ(1)に係る部分を除く。）に該当する者を除く。） 

第３条第９号中「１１０，８８０円」を「１２３，１２０円」に改め、同号ア中

「６００万円」を「５００万円」に、「者」を「もの」に改め、同号イ中「部分を除く。）」
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の次に「又は次号イ若しくは第１２号イ」を加え、同号を同条第１０号とし、同条第

８号中「９５，０４０円」を「１１２，８６０円」に改め、同号ア中「者」を「もの」

に改め、同号イ中「次号イ」の次に「、第１１号イ若しくは第１２号イ」を加え、同

号を同条第９号とし、同条第７号中「８７，１２０円」を「１０２，６００円」に改

め、同号ア中「３００万円」を「２９０万円」に、「者」を「もの」に改め、同号イ中

「若しくは第９号イ」を「、第１０号イ、第１１号イ若しくは第１２号イ」に改め、

同号を同条第８号とし、同条第６号中「７９，２００円」を「８８，９２０円」に改

め、同号ア中「者」を「もの」に改め、同号イ中「第８号イ若しくは第９号イ」を「第

９号イ、第１０号イ、第１１号イ若しくは第１２号イ」に改め、同号を同条第７

号とし、同条第５号中「７１，２８０円」を「７８，６６０円」に改め、同号ア中

「１２５万円以下」を「１２０万円未満」に、「者」を「もの」に改め、同号イ中「第

７号イ、第８号イ若しくは第９号イ」を「第８号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１

号イ若しくは第１２号イ」に改め、同号を同条第６号とし、同号の前に次の１号を加

える。 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６８，４００円 

 第５条第３項中「第３条第５号イ、第６号イ」を「第３条第６号イ」に、「若しくは

第９号イ」を「、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ若しくは第１２号イ」に、「ハ」

を「ニ」に、「若しくは第４号ロ」を「、第４号ロ若しくは第５号ロ」に、「第３条第

５号から第９号」を「第３条第６号から第１２号」に、「から第４号」を「から第５号」

に改める。 

 附則中第１２条を第１３条とし、第９条から第１１条までを１条ずつ繰り下げ、第

８条の次に次の１条を加える。 

（改正法附則第１４条に規定する介護予防・日常生活支援総合事業に関する経過措

置） 

第９条 法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業につ

いては、介護予防及び生活支援の体制整備の必要性等に鑑み、その円滑な実施を図

るため、平成２７年４月１日から平成２９年３月３１日までの間は行わず、同年４

月１日から行うものとする。 

 

   附 則 
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（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の熊本市介護保険条例（以下「新条例」という。）の規定は、

平成２７年度以後の年度分の保険料について適用し、平成２６年度分までの保険料

については、なお従前の例による。 

 （平成２７年度における新条例第６条第１項の適用） 

３ 平成２７年度における新条例第６条第１項の規定の適用については、同項中「そ

の者の前年度分の保険料の額」とあるのは「その者の前年度分の保険料の額が、

３１，６８０円の者にあっては３４，２００円を、３９，６００円の者にあっては

４２，７５６円を、４７，５２０円の者にあっては５１，３００円を、５５，４４０

円の者にあっては５９，８５６円を、６３，３６０円の者にあっては６８，４００

円を、７１，２８０円の者（当該年度の当該保険料の賦課期日の属する年の前々年

の合計所得金額が１２０万円未満の者に限る。）にあっては７８，６６０円を、

７１，２８０円の者（当該年度の当該保険料の賦課期日の属する年の前々年の合

計所得金額が１２０万円以上の者に限る。）及び７９，２００円の者にあっては

８８，９２０円を、８７，１２０円の者（当該年度の当該保険料の賦課期日の属する

年の前々年の合計所得金額が２９０万円未満の者に限る。）にあっては１０２，６００

円を、８７，１２０円の者（当該年度の当該保険料の賦課期日の属する年の前々年

の合計所得金額が２９０万円以上の者に限る。）及び９５，０４０円の者にあっては

１１２，８６０円を、１１０，８８０円の者（当該年度の当該保険料の賦課期日

の属する年の前々年の合計所得金額が５００万円未満の者に限る。）にあっては

１２３，１２０円を、１１０，８８０円の者（当該年度の当該保険料の賦課期日

の属する年の前々年の合計所得金額が５００万円以上の者に限る。）にあっては

１２９，９６０円を、１２０，３８４円の者（当該年度の当該保険料の賦課期日

の属する年の前々年の合計所得金額が７００万円未満の者に限る。）にあっては

１３６，８００円を、１２０，３８４円の者（当該年度の当該保険料の賦課期日

の属する年の前々年の合計所得金額が７００万円以上の者に限る。）にあっては

１４３，６４０円」と、「普通徴収する。」とあるのは「普通徴収する。ただし、前

年度の賦課期日の翌日以後において第１号被保険者の資格を取得した者にあって
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は、新条例第３条に規定する保険料率の額の範囲内において市長が別に定める額を

それぞれの納期に係る保険料として普通徴収する。」とする。 
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条 例 第  ２１  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 

 

 熊本市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２４年条例第９３号）の一部を次のように改正する。 

 

 第５１条第２項中「その家庭」を「障害児若しくはその家庭又は当該障害児が通い、

在学し、若しくは在籍する保育所、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定す

る幼稚園、小学校若しくは特別支援学校若しくは就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規

定する認定こども園その他児童が集団生活を営む施設」に改め、「応じ、」の次に「助

言その他の」を加える。 

 第６２条の２の見出し中「指定小規模多機能型居宅介護事業所」を「指定小規模多

機能型居宅介護事業所等」に改め、同条各号列記以外の部分中「以下同じ。）が」を「）

又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第

１９３条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業者をいう。）が」に改

め、「指定小規模多機能型居宅介護をいう。）」の次に「又は指定看護小規模多機能型居

宅介護（指定地域密着型サービス基準条例第１９２条に規定する指定看護小規模多機

能型居宅介護をいう。）」を、「通いサービス（指定地域密着型サービス基準条例第８３

条第１項」の次に「又は第１９３条第１項」を加え、「以下同じ。）を基準該当児童発

達支援事業所」を「）又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型

サービス基準条例第１９３条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業
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所をいう。）（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業所等」という。）を基準該当児童

発達支援事業所」に、「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所」を「当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所等」に改め、同条第１号中「当該指定小規模多機能型居宅介

護事業所」を「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等」に改め、「第８３条第１項」

の次に「又は第１９３条第１項」を加え、「当該小規模多機能型居宅介護事業所」を「当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所等」に、「２５人」を「２９人（サテライト型指

定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第８３条第７項

に規定するサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。以下同じ。）にあ

っては、１８人）」に改め、同条第２号中「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所」

を「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等」に改め、「１５人」の次に「（登録定

員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっては、登録定員に応

じて、次の表に定める利用定員、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所に

あっては、１２人）」を加え、同号に次の表を加える。 

登録定員 利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人 

 第６２条の２第３号中「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所」を「当該指定小

規模多機能型居宅介護事業所等」に改め、「第８７条第２項第１号」の次に「又は第

１９７条第２項第１号」を加え、同条第４号中「当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所」を「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等」に改め、「第８３条」の次に「又

は第１９３条」を加える。 

 第７４条中第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、同条第３項中「前項」を「第

２項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 前２項の規定にかかわらず、主として重症心身障害児を通わせる指定放課後等デ

イサービス事業所に置くべき従業者及びその員数は、次のとおりとする。 

(1) 嘱託医 １以上 

(2) 看護師 １以上 

(3) 児童指導員又は保育士 １以上 

(4) 機能訓練担当職員 １以上 
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(5) 児童発達支援管理責任者 １以上 

 第７７条に次のただし書を加える。 

  ただし、主として重症心身障害児を通わせる指定放課後等デイサービス事業所に

あっては、利用定員を５人以上とすることができる。 

 第７９条中「、第１２条第１項中「第３７条」とあるのは「第７９条において準用

する第３７条」と」及び「、第４３条中「前条」とあるのは「第７９条において準用

する前条」と」を削る。 

 第８１条の次に次の１条を加える。 

 （利用定員） 

第８１条の２ 基準該当放課後等デイサービス事業所は、その利用定員を１０人以上

とする。 

 第８２条中「、第７７条」を削る。 

 第９１条第１項中「から第３項まで」を「、第２項及び第４項」に、「同条第３項」

を「同条第４項」に改め、同条第２項中「第７４条第４項」を「第７４条第５項」に

改める。 

 

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  ２２  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める

条例（平成２４年条例第９６号）の一部を次のように改正する。 

 

 第９７条の見出し中「指定小規模多機能型居宅介護事業所」を「指定小規模多機能

型居宅介護事業所等」に改め、同条各号列記以外の部分中「以下同じ。）が」を「第

１１１条第１号において同じ。）又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業者（指定地

域密着型サービス基準条例第１９３条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅

介護事業者をいう。第１１１条第１号において同じ。）が」に、「以下同じ。）のうち」

を「第１１１条第１号において同じ。）又は指定看護小規模多機能型居宅介護（指定地

域密着型サービス基準条例第１９２条に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護を

いう。第１１１条第１号において同じ。）のうち」に改め、「通いサービス（指定地域

密着型サービス基準条例第８３条第１項」の次に「又は第１９３条第１項」を加え、

「以下同じ。）を基準該当生活介護事業所」を「）又は指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第１９３条第１項に規定する指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所をいう。）（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業所等」

という。）を基準該当生活介護事業所」に、「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所」

を「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等」に改め、同条第１号中「当該指定小

規模多機能型居宅介護事業所」を「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等」に改

め、「第８３条第１項」の次に「又は第１９３条第１項」を加え、「当該小規模多機能
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型居宅介護事業所」を「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等」に、「２５人」を

「２９人（サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービ

ス基準条例第８３条第７項に規定するサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業

所をいう。以下同じ。）にあっては、１８人）」に改め、同条第２号中「当該指定小規

模多機能型居宅介護事業所」を「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等」に改め、

「１５人」の次に「（登録定員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅介護事業所等

にあっては、登録定員に応じて、次の表に定める利用定員、サテライト型指定小規模

多機能型居宅介護事業所にあっては、１２人）」を加え、同号に次の表を加える。 

 登録定員 利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人 

 第９７条第３号中「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所」を「当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所等」に改め、「第８７条第２項第１号」の次に「又は第１９７

条第２項第１号」を加え、同条第４号中「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所」

を「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等」に改め、「第８３条」の次に「又は第

１９３条」を加える。 

 第１１１条の見出し中「指定小規模多機能型居宅介護事業所」を「指定小規模多機

能型居宅介護事業所等」に改め、同条第１号中「指定小規模多機能型居宅介護事業者」

の次に「又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業者」を加え、「当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所」を「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等」に改め、「対し

て指定小規模多機能型居宅介護」の次に「又は指定看護小規模多機能型居宅介護」を、

「第８３条第５項」の次に「又は第１９３条第６項」を加え、同条第２号中「当該指

定小規模多機能型居宅介護事業所」を「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等」

に改め、「９人」の次に「（サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所にあって

は、６人）」を加え、同条第３号中「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所」を「当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所等」に改め、「第８７条第２項第２号ウ」の次に

「又は第１９７条第２項第２号ウ」を加える。 

 附則第５条を附則第１１条とし、附則第４条を附則第１０条とする。 

 附則第３条第１項及び第２項中「平成２７年３月３１日」を「平成３０年３月３１
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日」に改め、同条を附則第９条とする。 

 附則第２条の次に次の６条を加える。 

（地域移行支援型ホームの特例） 

第３条 次の各号のいずれにも該当するものとして市長が認めた場合においては、平

成３７年３月３１日までの間、第１９８条第１項（第２０１条の６において準用す

る場合を含む。）の規定にかかわらず、病院の敷地内の建物を共同生活住居とする指

定共同生活援助の事業又は外部サービス利用型指定共同生活援助の事業（以下「指

定共同生活援助の事業等」という。）を行うことができる。 

(1) 熊本圏域（法第８９条第２項第２号の規定により熊本県が定める区域であって、

熊本市の区域をその区域とするものをいう。以下この号において同じ。）におけ

る指定共同生活援助又は外部サービス利用型指定共同生活援助（以下「指定共同

生活援助等」という。）の量が、事業を開始する時点において、熊本県障がい福

祉計画（法第８９条第１項の規定により熊本県が定める都道府県障害福祉計画を

いう。）において定める熊本圏域の指定共同生活援助等の必要な量に満たないこ

と。 

(2) 当該病院の精神病床の減少を伴うものであること。 

２ 前項の規定により指定共同生活援助の事業等を行う事業所（以下「地域移行支援

型ホーム」という。）における指定共同生活援助の事業等について第１９８条第２項

から第９項まで（第２０１条の６において準用する場合を含む。）の規定を適用する

場合においては、第１９８条第２項中「４人以上」とあるのは、「４人以上３０人以

下」とする。 

 （地域移行支援型ホームにおける共同生活住居の構造等） 

第４条 地域移行支援型ホームにおいて指定共同生活援助の事業等を行う者（以下「地

域移行支援型ホーム事業者」という。）が設置する共同生活住居の構造及び設備は、

その入居者の生活の独立性を確保するものでなければならない。 

（地域移行支援型ホームにおける指定共同生活援助等の提供期間） 

第５条 地域移行支援型ホーム事業者は、利用者に対し、原則として、２年を超えて、

指定共同生活援助等を提供してはならない。 

（地域移行支援型ホームにおける指定共同生活援助等の取扱方針） 

第６条 地域移行支援型ホーム事業者は、入居している利用者が住宅又は地域移行支
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援型ホーム以外の指定共同生活援助事業所若しくは外部サービス利用型指定共同生

活援助事業所（以下「住宅等」という。）において日常生活を営むことができるかど

うかについて定期的に検討するとともに、当該利用者が入居の日から前条に定める

期間内に住宅等に移行できるよう、適切な支援を行わなければならない。 

 （地域移行支援型ホームにおける共同生活援助計画の作成等） 

第７条 地域移行支援型ホームにおける指定共同生活援助の事業等について第２０１

条又は第２０１条の１２において準用する第６０条の規定を適用する場合において

は、同条第２項中「営むこと」とあるのは「営み、入居の日から附則第５条に定め

る期間内に附則第６条に規定する住宅等に移行すること」と、同条第４項中「達成

時期」とあるのは「達成時期、病院の敷地外における福祉サービスの利用その他の

活動」とする。 

 （地域移行支援型ホームに係る協議の場の設置）  

第８条 地域移行支援型ホーム事業者は、指定共同生活援助等の提供に当たっては、

利用者の地域への移行を推進するための関係者により構成される協議会（以下「地

域移行推進協議会」という。）を設置し、定期的に地域移行推進協議会に活動状況を

報告し、地域移行推進協議会から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければな

らない。 

２ 地域移行支援型ホーム事業者は、法第８９条の３第１項に規定する協議会その他

市長がこれに準ずるものとして特に認めるもの（以下「協議会等」という。）に対し

て定期的に地域移行支援型ホームにおける指定共同生活援助の事業等の実施状況等

を報告し、協議会等による評価を受けるとともに、協議会等から必要な要望、助言

等を聴く機会を設けなければならない。 

  

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  ２３  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市保健衛生事務に関する手数料条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市保健衛生事務に関する手数料条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市保健衛生事務に関する手数料条例（平成１２年条例第２８号）の一部を次の

ように改正する。 

 

 別表第１医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭

和３５年法律第１４５号）関係の部に次のように加える。 

高度管理医療機器等販売業・貸与

業許可申請 

１件につき 29,200 円

高度管理医療機器等販売業・貸与

業許可更新申請 

１件につき 11,300 円

高度管理医療機器等販売業・貸与

業許可証書換交付 

１件につき  2,100 円

高度管理医療機器等販売業・貸与

業許可証再交付 

１件につき  2,900 円

別表第１中「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」を「鳥獣の保護及び管理

並びに狩猟の適正化に関する法律」に改める。 

 

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、別表第１の改正規定（「鳥

獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」を「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正

化に関する法律」に改める部分に限る。）は、同年５月２９日から施行する。 



平成 27 年 3 月 31 日       熊 本 市 公 報         第 1397 号 
 

- 239 - 

条 例 第  ２４  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市保育園条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市保育園条例の一部を改正する条例 

 

熊本市保育園条例（昭和３９年条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

  

 第２条第１項中「保護者の委託を受けて、保育に欠けるその乳児、幼児又は」を「保

育を必要とする乳児、幼児」に、「第７条」を「第７条第１項」に改める。 

第３条中「熊本市保育の実施に関する条例（昭和６２年条例第８号）第２条に規定

する基準により保育所における保育を必要とする」を「子ども・子育て支援法（平成

２４年法律第６５号）第１９条第１項第２号の内閣府令で定める事由により家庭にお

いて必要な保育を受けることが困難である」に改める。 

第６条を次のように改める。 

（保育料） 

第６条 保育園の保育料は、子ども・子育て支援法第２７条第３項第１号に規定する

内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額（同条第１項に規定する施設型

給付費の支給がある場合にあっては、同条第３項第２号に規定する政令で定める額

（当該政令で定める額が５８，０００円を上回る場合にあっては、５８，０００円）

を限度として児童の保護者の属する世帯の所得の状況その他の事情を勘案して規則

で定める額）とする。 

第９条中「この」を「この条例に定めるもののほか、この」に改め、同条を第１０

条とする。 

第８条を第９条とし、第７条を第８条とし、同条の前に次の１条を加える。 

（保育料の減免） 

第７条 市長は、特に必要があると認めるときは、保育料を減額し、又は免除するこ
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とができる。 

  

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  ２５  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市保育の実施に関する条例を廃止する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市保育の実施に関する条例を廃止する条例 

 

 熊本市保育の実施に関する条例（昭和６２年条例第８号）は、廃止する。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  ２６  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市立保育所の延長保育事業及び一時預かり事業利用者負担金徴収条例の一部を

改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市立保育所の延長保育事業及び一時預かり事業利用者負担金徴収条例の一

部を改正する条例 

 

熊本市立保育所の延長保育事業及び一時預かり事業利用者負担金徴収条例（平成

１６年条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

 

別表第１中備考以外の部分を次のように改める。 
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別表第１（第２条第１項関係） 

税額等による階層区分 

負担金の額 

月額 

日額 

保育所の閉所

時刻以後にお

いて３０分の

保育を行う事

業を利用する

場合 

保育所の閉所

時刻以後にお

いて１時間の

保育を行う事

業を利用する

場合 

保育所の閉所

時刻以後にお

い て １ 時 間

３０分の保育

を行う事業を

利用する場合 

Ａ 

生活保護法（昭和

２５年法律第１４４

号）による被保護世

帯（単給世帯を含

む。）又は中国残留邦

人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自

立の支援に関する法

律（平成６年法律第

３０号）による支援

給付受給世帯 

0 円 0 円 0 円 0 円

Ｂ 

当該年度分（４月か

ら８月までの利用に

あっては、前年度分）

の市町村民税非課税

世帯（Ａ階層に該当

する世帯及び前年分

の所得税課税世帯を

除く。） 

1,000 円 2,000 円 3,000 円 

30 分 ま

でごとに

100 円 

Ｃ 

Ａ階層又はＢ階層に

該当する世帯を除く

全ての世帯 

1,500 円 3,000 円 4,500 円 

30 分 ま

でごとに

100 円 

 別表第１備考第２項中「につき」を「までごとに」に改め、同項を同表備考第４項

とし、同表備考第１項の次に次の２項を加える。 

  ２ 保育標準時間認定を受けた児童が延長保育事業を利用する場合の負担金の額

は、日額又は月額のいずれかとし、保育短時間認定を受けた児童が延長保育事
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業を利用する場合の負担金の額は、日額とする。 

３ 保育短時間認定を受けた児童が、同一の日に、保育短時間の利用時間帯以前

において保育を行う事業と保育短時間の利用時間帯以後において保育を行う

事業とを利用した場合における負担金の額は、それぞれの事業についてこの表

の規定により計算した額の合計額とする。 

 別表第２のＢの項中「前年度分」を「当該年度分（４月から８月までの利用にあっ

ては、前年度分）」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  ２７  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

熊本市病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年条例第５４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

第３条第４項第１号中「５５０床」を「５４４床」に改める。 

 

附 則 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  ２８  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市病院事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例

を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市病院事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正す

る条例 

 

 熊本市病院事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成２０年条例第 

１１６号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１７条中「休日等」の次に「（次項においてこれらを「週休日等」という。）」を加

え、同条に次の１項を加える。 

２ 前項に規定する場合のほか、第４条に掲げる管理職手当の支給を受ける職員が災

害への対処その他の臨時又は緊急の必要により週休日等以外の日の午前０時から午

前５時までの間であって正規の勤務時間以外の時間に勤務した場合は、当該職員に

は、管理職員特別勤務手当を支給する。 

 第２２条第２項第４号中「当該職員に係る定年退職日（熊本市職員の定年等に関す

る条例（昭和５９年条例第２７号）第２条の定年退職日をいう。以下この号において

同じ。）から５年をさかのぼった日後」を「５５歳（熊本市職員の定年等に関する条例

（昭和５９年条例第２７号）第３条ただし書に規定する職員については、６０歳）に

達した日以後」に改め、「その定年退職日」の次に「（同条例第２条に規定する定年退

職日をいう。）」を加える。 

 第２８条第１項中「、第１０条」を削る。 

 第２９条第２項を次のように改める。 

２ 特定任期付職員に対する第１７条第１項及び第２項の規定の適用については、同

条第１項及び第２項中「受ける職員」とあるのは、「受ける職員及び地方公共団体の
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一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法律第４８号）第７条第１項

に規定する特定任期付職員」とする。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  ２９  号 

平成２７年 ３ 月 ６ 日 

 

熊本市上下水道事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する

条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市上下水道事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改

正する条例 

 

 熊本市上下水道事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和４１年条例

第５０号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１１条の２中「休日等」の次に「（次項においてこれらを「週休日等」という。）」

を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 前項に規定する場合のほか、第４条に掲げる管理職手当の支給を受ける職員が災

害への対処その他の臨時又は緊急の必要により週休日等以外の日の午前０時から午

前５時までの間であって正規の勤務時間以外の時間に勤務した場合は、当該職員に

は、管理職員特別勤務手当を支給する。 

第１５条第２項第４号中「当該職員に係る定年退職日（熊本市職員の定年等に関す

る条例（昭和５９年条例第２７号）第２条の定年退職日をいう。以下この号において

同じ。）から５年をさかのぼった日後」を「５５歳（熊本市職員の定年等に関する条例

（昭和５９年条例第２７号）第３条ただし書に規定する職員については、６０歳）に

達した日以後」に改め、「その定年退職日」の次に「（同条例第２条に規定する定年退

職日をいう。）」を加える。 

 第１７条中「、第６条の２」を削り、「第２８条の５第１項若しくは」を「第２８条

の５第１項又は」に改め、「又は地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法

律第５条」を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 第５条、第５条の３、第６条の２及び第１４条の規定は、地方公共団体の一般職
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の任期付職員の採用に関する法律第５条の規定により採用された職員には適用しな

い。 

 第１７条の２第２項を次のように改める。 

２ 特定任期付職員に対する第１１条の２第１項及び第２項の規定の適用については、

同条第１項及び第２項中「受ける職員」とあるのは「受ける職員及び地方公共団体

の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法律第４８号）第７条第１

項に規定する特定任期付職員」とする。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  ３０  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市文化財保護委員会条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市文化財保護委員会条例の一部を改正する条例 

 

熊本市文化財保護委員会条例（昭和４２年条例第２０号）の一部を次のように改正

する。 

 

 第２条を次のように改める。 

（保護委員会の設置） 

第２条 熊本市教育委員会（以下「教育委員会」という。）に保護委員会を置く。 

第３条中「熊本市教育委員会（以下「教育委員会」という。）」を「教育委員会」に

改める。 

第４条第１項中「委員会は、１２名」を「保護委員会は、１２人以内」に改める。 

第６条第１項中「委員会に委員長、」を「保護委員会に委員長及び」に改め、同条第

２項中「委員会」を「、保護委員会」に改め、同条第３項中「委員長に」を「、委員

長に」に改める。 

第７条第１項中「委員会」を「保護委員会の会議（以下「会議」という。）」に改め、

同条第２項中「委員会の議長」を「会議の議長」に、「当り、委員会」を「当たり、会

議」に、「出席議員」を「出席委員」に改め、同項を同条第３項とし、同項の前に次の

１項を加える。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければこれを開くことができない。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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条 例 第  ３１  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市開発許可の基準等に関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市開発許可の基準等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市開発許可の基準等に関する条例（平成１３年条例第５３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 別表第２の６の項第１号エ中「第６条第１項」を「第７条第１項」に改める。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



平成 27 年 3 月 31 日       熊 本 市 公 報         第 1397 号 
 

- 252 - 

条 例 第  ３２  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例 

 

熊本市道路占用料徴収条例（昭和４５年条例第１２号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 別表中 

「          「 

1,200

を 

750

に、 

1,800 1,100

2,400 1,500

1,000 670

1,600 1,100

2,300 1,500

100 67

10 7

6 4

1,000 650

620 400
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2,100  1,300

860  560

24,000  5,000

2,100  1,300

43  28

62  40

92  60

120  80

180  120

250  160

430  280

620  400

1,200  800

2,100    1,300

   

         」          」 
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「          「 

12,000

を 

2,500

 に、 

7,100 1,500

2,100 1,300

240 50

2,400 500

2,400 500

10,400（国道又

は県道にあっ

ては、14,000）

5,000

1,600 1,100

240 50

2,400 500

240 50

2,400 500
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24,000  5,000

12,000  2,500

2,100  1,300

         」          」 

「          「 

2,400

を 

500

 に、 

210 130

Ａに 0.012 を

乗じて得た額 

 

Ａに 0.014 を

乗じて得た額 

         」          」 

「          「 

Ａに 0.012 を

乗じて得た額 

 
を 

Ａに 0.014 を

乗じて得た額 

に、 
Ａに 0.009 を

乗じて得た額 

 

Ａに 0.01 を乗

じて得た額 

         」          」 

「          「 

Ａに 0.009 を

乗じて得た額 

 
を 

Ａに 0.01 を乗

じて得た額 

 に、 
Ａに 0.012 を

乗じて得た額 

Ａに 0.014 を

乗じて得た額 

         」          」 
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「          「 

Ａに 0.028 を

乗じて得た額 

 

を 

Ａに 0.028 を

乗じて得た額 

 に改める。 

Ａに 0.028 を

乗じて得た額 

 

Ａに 0.028 を

乗じて得た額 

Ａに 0.012 を

乗じて得た額 

 

 

Ａに 0.014 を

乗じて得た額 

         」          」 

 

附 則 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の熊本市道路占用料徴収条例別表の規定は、この条例の施

行の日以後の占用の期間に係る占用料について適用し、同日の前日までの占用の期

間に係る占用料については、なお従前の例による。 
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条 例 第  ３３  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市都市公園条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市都市公園条例の一部を改正する条例 

 

熊本市都市公園条例（昭和５２年条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

 

別表第２中 

「          「 

1,400 円

を 

750 円

に改める。 

2,200 円 1,100 円

3,000 円 1,500 円

1,400 円 750 円

13 円 7 円

7 円 4 円

2,000 円 1,300 円

670 円 400 円

2,000 円 1,300 円

2,000 円 1,300 円

72 円 54 円

1,600 円 1,600 円
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1,600 円
 

1,100 円

2,000 円 1,300 円

720 円 540 円

720 円 540 円

         」          」 

 

附 則 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の熊本市都市公園条例別表第２の規定は、この条例の施行

の日以後の占用の期間に係る使用料について適用し、同日の前日までの占用の期間

に係る使用料については、なお従前の例による。 
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条 例 第  ３４  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市交通事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例

を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市交通事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正す

る条例 

 

 熊本市交通事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２８年条例第 

１９号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１０条の２中「休日等」の次に「（次項においてこれらを「週休日等」という。）」

を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 前項に規定する場合のほか、第３条の２に掲げる管理職手当の支給を受ける職員

が災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により週休日等以外の日の午前０時か

ら午前５時までの間であって正規の勤務時間以外の時間に勤務した場合は、当該職

員には、管理職員特別勤務手当を支給する。 

 第１４条第２項第４号中「当該職員に係る定年退職日（熊本市職員の定年等に関す

る条例（昭和５９年条例第２７号）第２条の定年退職日をいう。以下この号において

同じ。）から５年をさかのぼった日後」を「５５歳（熊本市職員の定年等に関する条例

（昭和５９年条例第２７号）第３条ただし書に規定する職員については、６０歳）に

達した日以後」に改め、「その定年退職日」の次に「（同条例第２条に規定する定年退

職日をいう。）」を加える。 

 第１６条中「、第５条の２」を削る。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  ３５  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市軌道条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市軌道条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市軌道条例（平成１３年条例第４６号）の一部を次のように改正する。 

 

 第４条中「、１日乗車券及び２日乗車券」を「及び１日乗車券」に改める。 

 第５条第１項第６号を次のように改める。 

(6) 特殊普通旅客運賃 

ア 市電の全区間における１日旅客運賃 大人にあっては１人につき４００円

以内、小児にあっては１人につき２００円以内で管理者が定める額 

イ 市電の全区間並びに他の事業者の電車及び自動車（以下「他社自動車等」と

いう。）の指定区間（当該他の事業者が認めた場合に限る。）における１日旅

客運賃 大人にあっては１人につき７００円以内、小児にあっては１人につき

３５０円以内で管理者が定める額 

ウ 市電の全区間並びに他社自動車等の指定区間又は全区間（当該他の事業者が

認めた場合に限る。）における１日旅客運賃 大人にあっては１人につき   

２，０００円以内、小児にあっては１人につき１，０００円以内で管理者が定

める額 

 第５条第２項中「、カード式乗車券で」を削る。 

 第７条第１項中「記名の」を削り、同条第２項を削る。 

 

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  ３６  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市附属機関設置条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市附属機関設置条例（平成１９年条例第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表中６の項及び７の項を削り、５の項を７の項とし、２の項から４の項までを２

項ずつ繰り下げ、１の項を３の項とし、同項の前に次のように加える。 

１ 市長 
熊本市総合計

画審議会 

次期熊本市総合計画を策定するため、必要

な事項を審議する。 

２ 市長 

熊本市まち・

ひと・しごと

創生総合戦略

等策定委員会

熊本市まち・ひと・しごと創生総合戦略等

を策定するため、必要な事項を協議する。

別表中１０の項を削り、１１の項を１０の項とし、１２の項から１７の項までを１

項ずつ繰り上げ、１８の項を削り、１９の項を１７の項とし、２０の項から２５の項

までを２項ずつ繰り上げ、２６の項を２４の項とし、同項の次に次のように加える。 

２５ 市長 

熊本市放課後

子ども総合プ

ラン運営推進

委員会 

地域の実情に応じた効果的な放課後児童ク

ラブ及び放課後子供教室の実施に関して検

討する。 

 別表中２７の項を削り、２８の項を２６の項とし、２９の項を２７の項とし、同項

の次に次のように加える。 
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２８ 市長 

熊本市生物多

様性地域戦略

（仮称）検討

委員会 

生物の多様性の保全及び持続可能な利用に

関する基本的な計画の策定のため、必要な

事項を審議する。 

２９ 市長 

熊本市生物多

様性地域戦略

（仮称）策定

業務受託事業

者選考委員会

熊本市生物多様性地域戦略（仮称）策定業

務に係る受託事業者の選考について審議す

る。 

 別表中４３の項を削り、４２の項を４３の項とし、４１の項を４２の項とし、同項

の前に次のように加える。 

４１ 市長 

熊本市多核連

携都市推進協

議会 

人口減少・超高齢社会への対応を目的とし

た多核連携都市の形成を推進するため、都

市機能及び居住の将来の在り方及び課題等

について協議する。 

 別表中７０の項を７２の項とし、６９の項を７１の項とし、６８の項を７０の項と

し、同表６７の項中「熊本市学校給食共同調理場民間委託業務評価委員会」を「熊本

市学校給食調理等業務委託評価委員会」に、「の民間委託業務」を「及び単独校調理場

の業務委託」に改め、同項を同表６９の項とし、同表中６６の項を６８の項とし、   

６５の項を６７の項とし、６４の項を６６の項とし、同表６３の項中「及びバス」を

削り、同項を同表６４の項とし、同項の次に次のように加える。 

６５ 
病院事業管

理者 

熊本市病院事

業運営審議会

病院事業の運営について必要な事項を審議

する。 

 別表中６２の項を６３の項とし、５０の項から６１の項までを１項ずつ繰り下げ、

同表４９の項中「財政局指定管理者候補者選定委員会」を「市民局指定管理者候補者

選定委員会」に、「財政局が」を「市民局が」に改め、同項を同表５０の項とし、同表

４８の項中「企画振興局指定管理者候補者選定委員会」を「財政局指定管理者候補者

選定委員会」に、「企画振興局が」を「財政局が」に改め、同項を同表４９の項とし、

同表中４７の項を４８の項とし、同項の前に次のように加える。 
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４７ 市長 

県営会富地区

農地整備事業

換地委員会 

県営会富地区農地整備事業に係る換地業務

の適正かつ能率的な運営を図るため、必要

な事項を協議する。 

 

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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条 例 第  ３７  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を

改正する条例 

 

 熊本市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年

条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

 

 第７条中「月額報酬を受ける者のうち、」を削る。 

 別表中教育委員会の部を次のように改める。 

教育委員会委員 月額 88,000 円 

別表中市民協働事業選定委員会委員の項及び家庭・女性相談員の項を削り、同表国

民健康栄養調査員の項中「８，６５０円」を「８，７４０円」に改め、同表措置診察

指定医の項中「１３，０４０円」を「１３，１１０円」に改め、同表精神科病院実地

指導審査医の項中「２３，８８０円」を「２４，０１０円」に改め、同表自立支援医

療費（精神通院）及び精神障害者保健福祉手帳判定会委員の項中「１２，０４０円」

を「１２，１１０円」に改め、同表母子・父子自立支援員の項中「１５８，１００円」

を「１５９，８００円」に改め、同表児童館児童厚生員の項中「１５１，３００円」を

「１５３，０００円」に改め、同表児童相談所心理判定員の項中「１５８，１００円」

を「１５９，８００円」に改め、同表消費生活相談員の項中「１９０，０８０円又は日

額 ８，６４０円」を「１９１，１８０円又は日額○８，６９０円」に改め、同表中

城南地区嘱託員の項を次のように改める。 

家庭・女性相談員 月額 159,800 円以内 

別表中「学校給食共同調理場民間委託業務評価委員会委員」を「学校給食調理等業
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務委託評価委員会委員」に改め、備考を削る。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、別表教育委員会の部の改

正規定は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成  

２６年法律第７６号）附則第２条第１項の規定により在職する教育長（以下「旧教育

長」という。）がある場合における旧教育長の教育委員会の委員としての任期が満了す

る日（当該満了する日前に旧教育長が欠けた場合にあっては、当該欠けた日）の翌日

から施行する。 
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条 例 第  ３８  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正す

る条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を

改正する条例 

 

 （熊本市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１条 熊本市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４

年条例第８２号）の一部を次のように改正する。 

  第２３条第１項第１号中「第８条の２第１８項」を「第８条の２第１６項」に改

める。 

 （熊本市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第２条 熊本市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４

年条例第８３号）の一部を次のように改正する。 

  第２２条第１項第１号中「第８条の２第１８項」を「第８条の２第１６項」に改

める。 

 （熊本市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正） 

第３条 熊本市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２４年条例第８４号）の一部を次のように改正する。 

  第４５条第１２項中「若しくは指定介護予防サービス等基準条例第９８条第１項

に規定する指定介護予防通所介護事業所」を削り、同条第１４項中「指定複合型サ

ービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に改め、同条に次の

１項を加える。 

１５ 第１項第２号の医師及び同項第７号の調理員、事務員その他の職員の数は、
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サテライト型居住施設の本体施設である地域密着型特別養護老人ホームであっ

て、当該サテライト型居住施設に医師又は調理員、事務員その他の職員を置かな

い場合にあっては、当該地域密着型特別養護老人ホームの入所者の数及び当該サ

テライト型居住施設の入所者の数の合計数を基礎として算出しなければならな

い。 

 （熊本市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部改正） 

第４条 熊本市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例（平成２４年条例第８５号）の一部を次のように改正する。 

第５条第２項中「指定介護予防訪問介護事業者（熊本市指定介護予防サービス等

の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２４年条例第９０号。以

下「指定介護予防サービス等基準条例」という。）第５条第１項に規定する指定介護

予防訪問介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定訪問介護

の事業と指定介護予防訪問介護（指定介護予防サービス等基準条例第４条に規定す

る指定介護予防訪問介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体

的に運営されている場合にあっては、当該事業所における指定訪問介護及び指定介

護予防訪問介護」を「法第１１５条の４５第１項第１号イに規定する第１号訪問事

業（地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等

に関する法律（平成２６年法律第８３号。以下「整備法」という。）第５条による改

正前の法（以下「旧法」という。）第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介護に

相当するものとして本市が定めるものに限る。）に係る法第１１５条の４５の３第１

項に規定する指定事業者（以下「指定事業者」という。）の指定を併せて受け、かつ、

指定訪問介護の事業と当該第１号訪問事業とが同一の事業所において一体的に運営

されている場合にあっては、当該事業所における指定訪問介護又は当該第１号訪問

事業」に改め、同条第５項中「指定介護予防訪問介護事業者」を「第２項に規定す

る第１号訪問事業に係る指定事業者」に、「指定介護予防訪問介護の事業」を「当該

第１号訪問事業」に、「指定介護予防サービス等基準条例第５条第１項から第４項ま

でに規定する」を「本市の定める当該第１号訪問事業の」に改め、同項を同条第６

項とし、同条第４項の次に次の１項を加える。 
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 ５ 第２項の規定にかかわらず、常勤のサービス提供責任者を３人以上配置し、か

つ、サービス提供責任者の業務に主として従事する者を１人以上配置している指

定訪問介護事業所において、サービス提供責任者が行う業務が効率的に行われて

いる場合にあっては、当該指定訪問介護事業所に置くべきサービス提供責任者の

員数は、利用者の数が５０又はその端数を増すごとに１人以上とすることができ

る。 

  第７条第２項中「指定介護予防訪問介護事業者」を「第５条第２項に規定する第

１号訪問事業に係る指定事業者」に、「指定介護予防訪問介護の事業」を「当該第１

号訪問事業」に、「指定介護予防サービス等基準条例第７条第１項に規定する」を「本

市の定める当該第１号訪問事業の」に改める。 

第１３条中「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成１

１年厚生省令第３８号）第１３条第９号」を「熊本市指定居宅介護支援等の事業の

人員及び運営に関する基準等を定める条例（平成２６年条例第５６号。以下「指定

居宅介護支援等基準条例」という。）第１４条第９号」に改める。 

第４３条第３項中「基準該当介護予防訪問介護（指定介護予防サービス等基準条

例第４３条第１項に規定する基準該当介護予防訪問介護をいう。以下同じ。）の事業」

を「法第１１５条の４５第１項第１号イに規定する第１号訪問事業（旧法第８条の

２第２項に規定する介護予防訪問介護及び基準該当介護予防サービス（法第５４条

第１項第２号に規定する基準該当介護予防サービスをいう。以下同じ。）に相当する

ものとして本市が定めるものに限る。）」に、「同項及び同条第２項に規定する」を「本

市の定める当該第１号訪問事業の」に改める。 

第４５条第２項中「基準該当介護予防訪問介護の事業」を「第４３条第３項に規

定する第１号訪問事業」に、「指定介護予防サービス等基準条例第４５条第１項に規

定する」を「本市の定める当該第１号訪問事業の」に改める。 

第４９条第３項中「指定介護予防サービス等基準条例第４９条第１項に」を「熊

本市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例

（平成２４年条例第９０号。以下「指定介護予防サービス等基準条例」という。）第

４９条第１項に」に改める。 

第６４条中「維持回復」の次に「及び生活機能の維持又は向上」を加える。 
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  第６５条第５項中「第１９３条第１項」を「第１９３条第１０項」に、「指定複合

型サービス（指定地域密着型サービス基準条例第１９２条に規定する指定複合型サ

ービス」を「指定看護小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準条例

第１９２条に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護」に改める。 

  第８０条中「その有する」を「、その有する」に改め、「できるよう」の次に「生

活機能の維持又は向上を目指し」を加える。 

  第８５条に次の１号を加える。 

  (5) 指定訪問リハビリテーション事業者は、リハビリテーション会議（次条第１

項に規定する訪問リハビリテーション計画又は第１４１条第１項に規定する

通所リハビリテーション計画の作成のために、利用者及びその家族の参加を基

本としつつ、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、

居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等（法第８条第２３項

に規定する指定居宅サービス等をいう。）の担当者その他の関係者（以下「構

成員」という。）により構成される会議をいう。以下同じ。）の開催により、リ

ハビリテーションに関する専門的な見地から利用者の状況等に関する情報を

構成員と共有するよう努め、利用者に対し、適切なサービスを提供する。 

第８６条に次の１項を加える。 

５ 指定訪問リハビリテーション事業者が指定通所リハビリテーション事業者（第

１３７条第１項に規定する指定通所リハビリテーション事業者をいう。）の指定

を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議の開催等を通じて、利用者の病状、

心身の状況、希望及びその置かれている環境に関する情報を構成員と共有し、訪

問リハビリテーション及び通所リハビリテーションの目標及び当該目標を踏ま

えたリハビリテーション提供内容について整合性のとれた訪問リハビリテーシ

ョン計画を作成した場合については、第１４１条第１項から第４項までに規定す

る運営に関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしてい

るものとみなすことができる。 

第９９条中「その有する」を「、その有する」に改め、「できるよう」の次に「生

活機能の維持又は向上を目指し」を加える。 

第１００条第１項第３号中「指定介護予防通所介護事業者（指定介護予防サービ

ス等基準条例第９８条第１項に規定する指定介護予防通所介護事業者をいう。以下
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同じ。）」を「法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第１号通所事業（旧法

第８条の２第７項に規定する介護予防通所介護に相当するものとして本市が定める

ものに限る。）に係る指定事業者」に、「指定介護予防通所介護（指定介護予防サー

ビス等基準条例第９７条に規定する指定介護予防通所介護をいう。以下同じ。）の事

業」を「当該第１号通所事業」に、「指定介護予防通所介護の」を「当該第１号通所

事業の」に改め、同条第８項中「指定介護予防通所介護事業者」を「第１項第３号

に規定する第１号通所事業に係る指定事業者」に、「指定介護予防通所介護の事業」

を「当該第１号通所事業」に、「指定介護予防サービス等基準条例第９８条第１項か

ら第７項までに規定する」を「本市の定める当該第１号通所事業の」に改める。 

第１０２条第４項中「指定介護予防通所介護事業者」を「第１００条第１項第３

号に規定する第１号通所事業に係る指定事業者」に、「指定介護予防通所介護の事業」

を「当該第１号通所事業」に、「指定介護予防サービス等基準条例第１００条第１項

から第３項までに規定する」を「本市の定める当該第１号通所事業の」に、「前３項」

を「第１項から第３項まで」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項の次に次

の１項を加える。 

４ 前項ただし書の場合（指定通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利用し、夜

間及び深夜に指定通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、当該

サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に市長に届け出るものとする。 

  第１１１条の次に次の１条を加える。 

（事故発生時の対応） 

第１１１条の２ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供によ

り事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介

護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置につい

て記録しなければならない。 

３ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供により賠償すべき

事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 ４ 指定通所介護事業者は、第１０２条第４項の指定通所介護以外のサービスの提

供により事故が発生した場合は、第１項及び第２項の規定に準じた必要な措置を

講じなければならない。 
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  第１１２条第２項第５号中「次条において準用する第３９条第２項」を「前条第

２項」に改める。 

  第１１３条中「第４０条まで」を「第３８条まで、第４０条」に改める。 

第１１５条第１項中「その有する」を「、その有する」に改め、「できるよう」

の次に「生活機能の維持又は向上を目指し」を加える。 

  第１１９条に次の１項を加える。 

 ４ 前項ただし書の場合（指定療養通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利用し、

夜間及び深夜に指定療養通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、

当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に市長に届け出るものとす

る。 

  第１３０条第２項第６号中「第３９条第２項」を「第１１１条の２第２項」に改

める。 

  第１３１条中「第４０条まで」を「第３８条まで、第４０条」に、「第１１１条」

を「第１１１条の２」に、「を「療養通所介護従業者」を「とあるのは「療養通所介

護従業者」と、第１１１条の２第４項中「第１０２条第４項」とあるのは「第１１９

条第４項」に改める。 

  第１３２条第１項第３号中「基準該当介護予防通所介護（指定介護予防サービス

等基準条例第１１３条第１項に規定する基準該当介護予防通所介護をいう。以下同

じ。）」を「法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第１号通所事業（旧法第

８条の２第７項に規定する介護予防通所介護及び基準該当介護予防サービスに相当

するものとして本市が定めるものに限る。）」に、「基準該当介護予防通所介護の」を

「当該第１号通所事業の」に改め、同条第７項中「基準該当介護予防通所介護の事

業」を「第１項第３号に規定する第１号通所事業」に、「指定介護予防サービス等基

準条例第１１３条第１項から第６項までに規定する」を「本市の定める当該第１号

通所事業の」に改める。 

第１３４条第４項中「基準該当介護予防通所介護の事業」を「第１３２条第１項

第３号に規定する第１号通所事業」に、「指定介護予防サービス等基準条例第１１５

条第１項から第３項までに規定する」を「本市の定める当該第１号通所事業の」に

改める。 

 第１３５条中「から第４０条まで」を「、第４０条」に改める。 
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  第１３６条中「その有する」を「、その有する」に改め、「できるよう」の次に「生

活機能の維持又は向上を目指し」を加える。 

  第１４０条に次の１号を加える。 

  (4) 指定通所リハビリテーション事業者は、リハビリテーション会議の開催によ

り、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用者の状況等に関する情

報を構成員と共有するよう努め、利用者に対し、適切なサービスを提供する。 

  第１４１条に次の１項を加える。 

６ 指定通所リハビリテーション事業者が指定訪問リハビリテーション事業者の指

定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議（医師が参加した場合に限る。）

の開催等を通じて、利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている環境

に関する情報を構成員と共有し、訪問リハビリテーション及び通所リハビリテー

ションの目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーション提供内容について整

合性のとれた通所リハビリテーション計画を作成した場合については、第８６条

第１項から第４項までに規定する運営に関する基準を満たすことをもって、第１

項から第４項までに規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

第１６５条に次の１項を加える。 

 ２ 利用者の状況や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所（指定

居宅介護支援等基準条例第３条第１項に規定する指定居宅介護支援事業所をい

う。）の介護支援専門員が、緊急に指定短期入所生活介護を受けることが必要と

認めた者に対し、居宅サービス計画において位置付けられていない指定短期入所

生活介護を提供する場合であって、当該利用者及び他の利用者の処遇に支障がな

い場合にあっては、前項の規定にかかわらず、前項各号に掲げる利用者数を超え

て、静養室において指定短期入所生活介護を行うことができるものとする。 

  第１８２条中「若しくは」を「、」に改め、「をいう。）」の次に「若しくは指定小

規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第８３条第１項に

規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。）」を加える。 

  第１８８条中「「看護職員」と」の次に「、第１６５条第２項中「静養室」とある

のは「静養室等」と」を加える。 

  第１９１条第１項第４号ア中「平方メートル」の次に「以上」を加える。 

  第２１７条第３項を削る。 
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第２１８条第２項第２号ア中「、利用者」の次に「の数」を加え、「のうち要介

護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平成

１１年厚生省令第５８号。以下「認定省令」という。）第２条第１項第２号に規定す

る要支援状態区分に該当する者の数」を「の数に１０分の３を乗じて得た数の合計

数」に改め、「並びに介護予防サービスの利用者のうち認定省令第２条第１項第１号

に規定する要支援状態区分に該当する者の数が１０又はその端数を増すごとに１以

上」を削る。 

  第２２３条を次のように改める。 

 第２２３条 削除 

  第２３６条第２項第８号を削る。 

第２４７条第２項第１０号を削る。 

第２４８条中「第２２２条」の次に「、第２２４条」を加える。 

第２５８条の見出し中「確保」の次に「並びに福祉用具専門相談員の知識及び技

能の向上等」を加え、同条に次の１項を加える。 

 ２ 福祉用具専門相談員は、常に自己研鑽
さん

に励み、指定福祉用具貸与の目的を達成

するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めなければならない。 

（熊本市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例の一部改正） 

第５条 熊本市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例（平成２４年条例第８６号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「複合型サービス」を「看護小規模多機能型居宅介護」に改める。 

  本則（第８４条第３項、第８５条、第１９３条第１０項、第１９４条第２項及び

第１９５条を除く。）中「複合型サービス計画」を「看護小規模多機能型居宅介護計

画」に、「複合型サービス報告書」を「看護小規模多機能型居宅介護報告書」に、「指

定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に、「指定

複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型居宅介護事業者」に、「複合型

サービス従業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に改める。 

  第６条第２項中「又は熊本市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運

営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準等を定める条例（平成２４年条例第９０号。以下「指定介護予防サービス
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等基準条例」という。）第５条第２項のサービス提供責任者」を削り、同条第５項中

「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」の次に「の同一敷地内」を加え、

「併設されている」を「ある」に改め、同項第５号中「第８３条第６項第１号」を

「第８３条第６項」に改め、同項第６号中「第８３条第６項第２号」を「第８３条

第６項」に改め、同項第７号中「第８３条第６項第３号」を「第８３条第６項」に

改める。 

第２３条第２項中「行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて」を「行

い」に改める。 

第３２条第２項ただし書中「又は指定夜間対応型訪問介護事業所」を「、指定夜

間対応型訪問介護事業所又は指定訪問看護事業所」に、「定期巡回サービス、随時対

応サービス又は随時訪問サービス」を「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」に改

める。 

第６１条中「できるよう」の次に「生活機能の維持又は向上を目指し」を加える。 

第６４条第４項中「前３項」を「第１項から第３項まで」に改め、同項を同条第

５項とし、同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 前項ただし書の場合（単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者が第１

項に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に単独型・併設型指定認知症対応型通所

介護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、当該サービスの内容を当該

サービスの提供の開始前に当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者

に係る指定を行った市町村長に届け出るものとする。 

第６６条第１項中「、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所」を「又は

指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所においては共同生活住居（法第８条

第１９項又は法第８条の２第１５項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。）ご

とに」に改め、「指定地域密着型介護老人福祉施設」の次に「においては施設」を加

え、同条第２項中「指定居宅サービスをいう」の次に「。以下同じ」を、「指定介護

予防サービスをいう」の次に「。以下同じ」を、「指定地域密着型介護予防サービス

をいう」の次に「。以下同じ」を、「介護保険施設」の次に「（法第８条第２４項に

規定する介護保険施設をいう。以下同じ。）」を加える。 

第７９条の次に次の１条を加える。 

（事故発生時の対応） 
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第７９条の２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対

応型通所介護の提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、

当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置

を講じなければならない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採っ

た処置について記録しなければならない。 

３ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対応型通所介

護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなけ

ればならない。 

４ 指定認知症対応型通所介護事業者は、第６４条第４項の単独型・併設型指定認

知症対応型通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、第１項

及び第２項の規定に準じた必要な措置を講じなければならない。 

第８０条第２項第５号中「次条において準用する第４０条第２項」を「前条第２

項」に改める。 

第８１条中「、第４０条」を削る。 

第８３条第６項中「指定小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれかに

掲げる施設等が併設されている」を「次の表の左欄に掲げる」に、「当該各号」を「同

表の中欄」に改め、「ときは、」の次に「同表の右欄に掲げる」を加え、同項各号を

削り、同項に次の表を加える。 

当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所

に中欄に掲げる施設

等のいずれかが併設

されている場合 

指定認知症対応型共同生活介護事業所、指

定地域密着型特定施設、指定地域密着型介

護老人福祉施設又は指定介護療養型医療施

設（医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第７条第２項第４号に規定する療養病床を

有する診療所であるものに限る。） 

介護職員 

当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所

の同一敷地内に中欄

に掲げる施設等のい 

前項中欄に掲げる施設等、指定居宅サービ

スの事業を行う事業所、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所、指定認知症

対応型通所介護事業所、指定介護老人福祉 

看護師又は

准看護師 
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ずれかがある場合 施設又は介護老人保健施設  

第８３条第１０項中「第６項各号」を「第６項の表の当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄」

に改める。 

第８４条第１項ただし書中「前条第６項各号」を「前条第６項の表の当該指定小

規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場

合の項の中欄」に改め、「含む。）」の次に「若しくは法第１１５条の４５第１項に規

定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予防

支援事業を除く。）」を加え、同条第３項中「指定複合型サービス事業所」の次に「（第

１９５条に規定する指定複合型サービス事業所をいう。次条において同じ。）」を加

える。 

第８６条第１項中「２５人」を「２９人」に改め、同条第２項第１号中「１５人

（」の次に「登録定員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっ

ては、登録定員に応じて、次の表に定める利用定員、」を加え、同号に次の表を加え

る。 

登録定員 利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人 

第９２条第２項中「行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて」を「行

い」に改める。 

第１０７条中「第８３条第６項各号」を「第８３条第６項」に改める。 

第１１４条第１項に次のただし書を加える。 

ただし、指定認知症対応型共同生活介護事業所に係る用地の確保が困難である

ことその他地域の実情により指定認知症対応型共同生活介護事業所の効率的運

営に必要と認められる場合は、一の事業所における共同生活住居の数を３とする

ことができる。 

第１２２条中「地域密着型介護予防サービス」を「指定地域密着型介護予防サー

ビス」に改める。 

第１３６条を次のように改める。 



平成 27 年 3 月 31 日       熊 本 市 公 報         第 1397 号 
 

- 277 - 

第１３６条 削除 

第１４９条第２項第９号を削る。 

第１５３条第４項中「指定介護老人福祉施設」の次に「、指定地域密着型介護老

人福祉施設（サテライト型居住施設である指定地域密着型介護老人福祉施設を除く。

第８項第１号及び第１７項、第１５４条第１項第６号並びに第１８２条第１項第３

号において同じ。）」を加え、同条第８項第１号中「指定介護老人福祉施設」の次に

「又は指定地域密着型介護老人福祉施設」を加え、同条第１２項中「指定介護予防

サービス等基準条例」を「熊本市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び

運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準等を定める条例（平成２４年条例第９０号）」に改め、同条第１３項中「若

しくは指定介護予防サービス等基準条例第９８条第１項に規定する指定介護予防通

所介護事業所」を削り、同条に次の１項を加える。 

１７ 第１項第１号の医師及び同項第６号の介護支援専門員の数は、サテライト型

居住施設の本体施設である指定地域密着型介護老人福祉施設であって、当該サテ

ライト型居住施設に医師又は介護支援専門員を置かない場合にあっては、指定地

域密着型介護老人福祉施設の入所者の数及び当該サテライト型居住施設の入所

者の数の合計数を基礎として算出しなければならない。この場合においては、介

護支援専門員の数は、同号の規定にかかわらず、１以上（入所者の数が１００又

はその端数を増すごとに１を標準とする。）とする。 

第１５４条第１項第６号ただし書中「指定介護老人福祉施設」の次に「又は指定

地域密着型介護老人福祉施設」を加える。 

第１７８条第２項に次の１号を加える。 

(7) 次条において準用する第１０６条第２項に規定する報告、評価、要望、助

言等の記録 

第１８２条第１項第３号ただし書中「指定介護老人福祉施設」の次に「又は指定

地域密着型介護老人福祉施設」を加える。 

「第９章 複合型サービス」を「第９章 看護小規模多機能型居宅介護」に改め

る。 

第１９２条中「以下「指定複合型サービス」を「施行規則第１７条の１０に規定

する看護小規模多機能型居宅介護に限る。以下この章において「指定看護小規模多
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機能型居宅介護」に改める。 

第１９３条第１項中「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅

介護の」に、「指定複合型サービスを」を「指定看護小規模多機能型居宅介護を」に、

「指定複合型サービス事業を」を「指定看護小規模多機能型居宅介護を」に、「行う

複合型サービス」を「行う指定看護小規模多機能型居宅介護」に改め、同条第６項

中「行う指定複合型サービス」を「行う指定看護小規模多機能型居宅介護」に改め、

同条第１０項中「指定複合型サービス事業者が」を「指定複合型サービス事業者（指

定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（以下「指定複合型サービス」と

いう。）の事業を行う者をいう。以下同じ。）が」に、「指定複合型サービスの」を「指

定看護小規模多機能型居宅介護の」に改める。 

第１９５条の見出し中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能

型居宅介護事業者」に改め、同条中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小

規模多機能型居宅介護事業者」に改め、「指定複合型サービス事業所」の次に「（指

定複合型サービスの事業を行う事業所をいう。）」を加える。 

第１９６条第１項中「２５人」を「２９人」に改め、同条第２項第１号中「１５

人」の次に「（登録定員が２５人を超える指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に

あっては、登録定員に応じて、次の表に定める利用定員）」を加え、同号に次の表を

加える。 

登録定員 利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人 

第１９７条第１項及び第３項中「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多

機能型居宅介護の」に改める。 

第１９８条の見出し及び同条第１項中「指定複合型サービス」を「指定看護小規

模多機能型居宅介護」に改め、同条第２項中「指定複合型サービスの」を「指定看

護小規模多機能型居宅介護の」に、「行うとともに、定期的に外部の者による評価を

受けて」を「行い」に改める。 

第１９９条の見出し中「指定複合型サービス」を「指定看護小規模多機能型居宅

介護」に改め、同条中「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅
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介護の」に、「指定複合型サービスは」を「指定看護小規模多機能型居宅介護は」に

改める。 

第２０２条第１項及び第２０３条第２項中「指定複合型サービスの」を「指定看

護小規模多機能型居宅介護の」に改める。 

第２０４条中「指定複合型サービスの」を「指定看護小規模多機能型居宅介護の」

に、「第８３条第６項各号」を「第８３条第６項」に改める。 

（熊本市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める

条例の一部改正） 

第６条 熊本市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定

める条例（平成２４年条例第８８号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第６項及び第７項中「若しくは作業療法士」を「、作業療法士若しくは言

語聴覚士」に改める。 

  第２７条第５号及び第５４条中「第３９条第２項」を「第３９条第３項」に改め

る。 

（熊本市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部改正） 

第７条 熊本市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める

条例（平成２４年条例第８９号）の一部を次のように改正する。 

  第２６条第４号及び第５５条中「第３８条第２項」を「第３８条第３項」に改め

る。 

（熊本市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防

サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条

例の一部改正） 

第８条 熊本市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護

予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定め

る条例（平成２４年条例第９０号）の一部を次のように改正する。 

  目次中 

「第２章 介護予防訪問介護  

   第１節 基本方針（第４条）  

   第２節 人員に関する基準（第５条・第６条）  
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   第３節 設備に関する基準（第７条）  

   第４節 運営に関する基準（第８条－第３９条）  

第５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（第４０条－第 

４２条） 

   第６節 基準該当介護予防サービスに関する基準（第４３条－第４７条） 」         

を 

「第２章 削除                               」 

に、「第５２条」を「第５１条の２」に、 

「第７章 介護予防通所介護  

   第１節 基本方針（第９７条）  

   第２節 人員に関する基準（第９８条・第９９条）  

   第３節 設備に関する基準（第１００条）  

   第４節 運営に関する基準（第１０１条－第１０８条）  

   第５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（第１０９条－

第１１２条） 

第６節 基準該当介護予防サービスに関する基準（第１１３条－第１１６条）」 

を 

「第７章 削除                              」 

に、「第１２０条」を「第１１９条の２」に改める。 

第２章を次のように改める。 

第２章 削除 

第４条から第４７条まで 削除 

第４９条第３項中「（指定居宅サービス等基準条例」を「（熊本市指定居宅サービ

ス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年条例第

８５号。以下「指定居宅サービス等基準条例」という。）」に改める。 

第３章第４節中第５２条の前に次の１２条を加える。 

 （内容及び手続の説明及び同意） 

第５１条の２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪問入浴介護の

提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第５５条に規

定する重要事項に関する規程の概要、介護予防訪問入浴介護従業者の勤務の体制
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その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した

文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なけ

ればならない。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があ

った場合には、前項の規定による文書の交付に代えて、第５項で定めるところに

より、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項

を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法で

あって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提

供することができる。この場合において、当該指定介護予防訪問入浴介護事業者

は、当該文書を交付したものとみなす。 

(1) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

  ア 指定介護予防訪問入浴介護事業者の使用に係る電子計算機と利用申込者又

はその家族の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送

信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

  イ 指定介護予防訪問入浴介護事業者の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録された前項に規定する重要事項を電気通信回線を通じて利用

申込者又はその家族の閲覧に供し、当該利用申込者又はその家族の使用に係

る電子計算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法（電磁的

方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっ

ては、指定介護予防訪問入浴介護事業者の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルにその旨を記録する方法） 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定

の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに前

項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

３ 前項各号に掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出力

することによる文書を作成することができるものでなければならない。 

４ 第２項第１号の「電子情報処理組織」とは、指定介護予防訪問入浴介護事業者

の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機と

を電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

５ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、第２項の規定により第１項に規定する重
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要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に

対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的

方法による承諾を得なければならない。 

 (1) 第２項各号に掲げる方法のうち指定介護予防訪問入浴介護事業者が使用す

るもの 

 (2) ファイルへの記録の方式 

６ 前項の規定による承諾を得た指定介護予防訪問入浴介護事業者は、当該利用申

込者又はその家族から文書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受け

ない旨の申出があったときは、当該利用申込者又はその家族に対し、第１項に規

定する重要事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし、当該利用

申込者又はその家族が再び前項の規定による承諾をした場合は、この限りでな

い。 

 （提供拒否の禁止） 

第５１条の３ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、正当な理由なく指定介護予防

訪問入浴介護の提供を拒んではならない。 

 （サービス提供困難時の対応） 

第５１条の４ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、当該指定介護予防訪問入浴介

護事業所の通常の事業の実施地域（当該事業所が通常時に当該サービスを提供す

る地域をいう。以下同じ。）等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な指定介護

予防訪問入浴介護を提供することが困難であると認めた場合は、当該利用申込者

に係る介護予防支援事業者への連絡、適当な他の指定介護予防訪問入浴介護事業

者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければならない。 

 （受給資格等の確認） 

第５１条の５ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪問入浴介護の

提供を求められた場合は、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、

要支援認定の有無及び要支援認定の有効期間を確かめるものとする。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、前項の被保険者証に、法第１１５条の３

第２項の規定により認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審査会意

見に配慮して、指定介護予防訪問入浴介護を提供するように努めなければならな

い。 
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 （要支援認定の申請に係る援助） 

第５１条の６ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪問入浴介護の

提供の開始に際し、要支援認定を受けていない利用申込者については、要支援認

定の申請が既に行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、

当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助

を行わなければならない。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、介護予防支援（これに相当するサービス

を含む。）が利用者に対して行われていない等の場合であって必要と認めるとき

は、要支援認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要支援認定の

有効期間が終了する３０日前にはなされるよう、必要な援助を行わなければなら

ない。 

 （心身の状況等の把握） 

第５１条の７ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪問入浴介護の

提供に当たっては、利用者に係る介護予防支援事業者が開催するサービス担当者

会議（熊本市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平

成２６年条例第５７号。以下「指定介護予防支援等基準条例」という。）第３２

条第９号に規定するサービス担当者会議をいう。以下同じ。）等を通じて、利用

者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービ

スの利用状況等の把握に努めなければならない。 

 （介護予防支援事業者等との連携） 

第５１条の８ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪問入浴介護を

提供するに当たっては、介護予防支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サ

ービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪問入浴介護の提供の終了

に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、当該利用

者に係る介護予防支援事業者に対する情報の提供及び保健医療サービス又は福

祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

 （介護予防サービス費の支給を受けるための援助） 

第５１条の９ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪問入浴介護の
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提供の開始に際し、利用申込者が介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第

３６号。以下「施行規則」という。）第８３条の９各号のいずれにも該当しない

ときは、当該利用申込者又はその家族に対し、介護予防サービス計画の作成を介

護予防支援事業者に依頼する旨を市町村に対して届け出ること等により、介護予

防サービス費の支給を受けることができる旨を説明すること、介護予防支援事業

者に関する情報を提供することその他の介護予防サービス費の支給を受けるた

めに必要な援助を行わなければならない。 

 （介護予防サービス計画に沿ったサービスの提供） 

第５１条の１０ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、介護予防サービス計画（施

行規則第８３条の９第１号ハ及びニに規定する計画を含む。以下同じ。）が作成

されている場合は、当該計画に沿った指定介護予防訪問入浴介護を提供しなけれ

ばならない。 

 （介護予防サービス計画等の変更の援助） 

第５１条の１１ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、利用者が介護予防サービス

計画の変更を希望する場合は、当該利用者に係る介護予防支援事業者への連絡そ

の他の必要な援助を行わなければならない。 

 （身分を証する書類の携行） 

第５１条の１２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、介護予防訪問入浴介護従業

者に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその家族から求め

られたときは、これを提示すべき旨を指導しなければならない。 

 （サービスの提供の記録） 

第５１条の１３ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪問入浴介護

を提供した際には、当該指定介護予防訪問入浴介護の提供日及び内容、当該指定

介護予防訪問入浴介護について法第５３条第４項の規定により利用者に代わっ

て支払を受ける介護予防サービス費の額その他必要な事項を、利用者の介護予防

サービス計画を記載した書面又はこれに準ずる書面に記載しなければならない。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪問入浴介護を提供した際

には、提供した具体的なサービスの内容等を記録するとともに、利用者からの申

出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者に

対して提供しなければならない。 
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第５２条の次に次の２条を加える。 

 （保険給付の請求のための証明書の交付） 

第５２条の２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、法定代理受領サービスに該当

しない指定介護予防訪問入浴介護に係る利用料の支払を受けた場合は、提供した

指定介護予防訪問入浴介護の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載

したサービス提供証明書を利用者に対して交付しなければならない。 

 （利用者に関する市町村への通知） 

第５２条の３ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪問入浴介護を

受けている利用者が次の各号のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付

してその旨を市町村に通知しなければならない。 

 (1) 正当な理由なしに指定介護予防訪問入浴介護の利用に関する指示に従わな

いことにより、要支援状態の程度を増進させたと認められるとき又は要介護状

態になったと認められるとき。 

 (2) 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 

第５５条の次に次の１０条を加える。 

 （勤務体制の確保等） 

第５５条の２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、利用者に対し適切な指定介護

予防訪問入浴介護を提供できるよう、指定介護予防訪問入浴介護事業所ごとに、

介護予防訪問入浴介護従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪問入浴介護事業所ごとに、

当該指定介護予防訪問入浴介護事業所の介護予防訪問入浴介護従業者によって

指定介護予防訪問入浴介護を提供しなければならない。 

３ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、介護予防訪問入浴介護従業者の資質の向

上のために、その研修の機会を確保しなければならない。 

 （衛生管理等） 

第５５条の３ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、介護予防訪問入浴介護従業者

の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行わなければならない。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪問入浴介護事業所の介護

予防訪問入浴介護に用いる浴槽その他の設備及び備品等について、衛生的な管理

に努めなければならない。 
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 （掲示） 

第５５条の４ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪問入浴介護事

業所の見やすい場所に、第５５条に規定する重要事項に関する規程の概要、介護

予防訪問入浴介護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に

資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

 （秘密保持等） 

第５５条の５ 指定介護予防訪問入浴介護事業所の従業者は、正当な理由がなく、

その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、当該指定介護予防訪問入浴介護事業所の

従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家

族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、サービス担当者会議等において、利用者

の個人情報を用いる場合は当該利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用い

る場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければならない。 

 （広告） 

第５５条の６ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪問入浴介護事

業所について広告をする場合においては、その内容が虚偽又は誇大なものであっ

てはならない。 

 （介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止） 

第５５条の７ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、介護予防支援事業者又はその

従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によるサービスを利用させることの

対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはならない。 

 （苦情処理） 

第５５条の８ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、提供した指定介護予防訪問入

浴介護に係る利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、

苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならな

い。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該

苦情の内容等を記録しなければならない。 

３ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、提供した指定介護予防訪問入浴介護に関
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し、法第２３条の規定により市町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示

の求め又は当該市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの

苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を

受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければな

らない。 

４ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、市町村からの求めがあった場合には、前

項の改善の内容を市町村に報告しなければならない。 

５ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、提供した指定介護予防訪問入浴介護に係

る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会（国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）第４５条第５項に規定する国民健康保険団体連合会をい

う。以下同じ。）が行う法第１７６条第１項第３号の調査に協力するとともに、

国民健康保険団体連合会から同号の指導又は助言を受けた場合においては、当該

指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

６ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあ

った場合には、前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなければな

らない。 

 （地域との連携） 

第５５条の９ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、その事業の運営に当たっては、

提供した指定介護予防訪問入浴介護に関する利用者からの苦情に関して市町村

等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協

力するよう努めなければならない。 

 （事故発生時の対応） 

第５５条の１０ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、利用者に対する指定介護予

防訪問入浴介護の提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、

当該利用者に係る介護予防支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講

じなければならない。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採っ

た処置について記録しなければならない。 

３ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、利用者に対する指定介護予防訪問入浴介

護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなけ
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ればならない。 

 （会計の区分） 

第５５条の１１ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪問入浴介護

事業所ごとに経理を区分するとともに、指定介護予防訪問入浴介護の事業の会計

とその他の事業の会計を区分しなければならない。 

 第５６条第２項第１号中「次条において準用する第１９条第２項」を「第５１条

の１３第２項」に改め、同項第２号中「次条において準用する第２３条」を「第

５２条の３」に改め、同項第３号中「次条において準用する第３４条第２項」を「第

５５条の８第２項」に改め、同項第４号中「次条において準用する第３６条第２項」

を「第５５条の１０第２項」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

（暴力団員等の排除） 

第５６条の２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者及び指定介護予防訪問入浴介護事

業所の管理者は、熊本市暴力団排除条例（平成２３年条例第９４号）第２条第１

号から第３号までに掲げる者であってはならない。 

第５７条を次のように改める。 

第５７条 削除 

  第６２条第１項中「基準該当介護予防訪問介護事業所」を「基準該当介護予防訪

問入浴介護事業所」に改める。 

  第６３条中「第８条から第１４条まで、第１６条から第１９条まで、第２１条、

第２３条、第２８条から第３３条まで、第３４条（第５項及び第６項を除く。）、第

３５条から第３７条まで及び第３９条並びに」を削り、「第５２条第１項及び」を「第

５１条の９、第５２条第１項、第５５条の８第５項及び第６項並びに」に改め、「、

これらの規定中「訪問介護員等」とあるのは「介護予防訪問入浴介護従業者」と」

を削り、「第８条及び第３０条中「第２６条」を「第５１条の２及び第５５条の４

中「第５５条」に、「第１９条中」を「第５１条の１３中」に、「当該指定介護予防

訪問介護」を「当該指定介護予防訪問入浴介護」に改め、「、第２１条中「法定代理

受領サービスに該当しない指定介護予防訪問介護」とあるのは「基準該当介護予防

訪問介護」と、第２９条中「設備及び備品等」とあるのは「基準該当介護予防訪問

入浴介護に用いる浴槽その他の設備及び備品等」と」を削り、「指定訪問入浴介護」

を「指定介護予防訪問入浴介護」に、「基準該当訪問入浴介護」を「基準該当介護予
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防訪問入浴介護」に改め、「前項」と」の次に「、第５２条の２中「法定代理受領サ

ービスに該当しない指定介護予防訪問入浴介護」とあるのは「基準該当介護予防訪

問入浴介護」と」を加える。 

第７４条第２項第４号中「第１９条第２項」を「第５１条の１３第２項」に改め、

同項第５号中「第２３条」を「第５２条の３」に改め、同項第６号中「第３４条第

２項」を「第５５条の８第２項」に改め、同項第７号中「第３６条第２項」を「第

５５条の１０第２項」に改める。 

  第７５条中「第８条、第９条、第１１条から第１３条まで、第１５条から第１９

条まで、第２１条、第２３条、第２８条から第３７条まで、第３９条及び第５４条」

を「第５１条の２、第５１条の３、第５１条の５から第５１条の７まで、第５１

条の９から第５１条の１３まで、第５２条の２、第５２条の３、第５４条、第５５

条の２から第５５条の１１まで及び第５６条の２」に、「訪問介護員等」を「介護予

防訪問入浴介護従業者」に、「第８条及び第３０条中「第２６条」を「第５１条の２

及び第５５条の４中「第５５条」に、「第１３条中」を「第５１条の７中」に改め、

「病歴」と」の次に「、第５５条の３中「介護予防訪問入浴介護に用いる浴槽その

他の設備及び備品等」とあるのは「設備及び備品等」と」を加える。 

第８４条第２項第２号中「第１９条第２項」を「第５１条の１３第２項」に改め、

同項第３号中「第２３条」を「第５２条の３」に改め、同項第４号中「第３４条第

２項」を「第５５条の８第２項」に改め、同項第５号中「第３６条第２項」を「第

５５条の１０第２項」に改める。 

第８５条中「第８条から第１３条まで、第１５条から第１９条まで、第２１条、

第２３条、第２８条から第３１条まで、第３３条から第３７条まで、第３９条、第

５４条」を「第５１条の２から第５１条の７まで、第５１条の９から第５１条の１

３まで、第５２条の２、第５２条の３、第５４条、第５５条の２から第５５条の５

まで、第５５条の７から第５５条の１１まで、第５６条の２」に、「訪問介護員等」

を「介護予防訪問入浴介護従業者」に、「第８条及び第３０条中「第２６条」を「第

５１条の２及び第５５条の４中「第５５条」に、「第１３条中」を「第５１条の７中」

に改め、「病歴」と」の次に「、第５５条の３中「介護予防訪問入浴介護に用いる浴

槽その他の設備及び備品等」とあるのは「設備及び備品等」と」を加える。 

第８７条第１号中「又は」を「若しくは」に、「やサービス担当者会議」を「又
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はサービス担当者会議若しくはリハビリテーション会議（介護予防訪問リハビリテ

ーション計画又は介護予防通所リハビリテーション計画の作成のために、利用者及

びその家族の参加を基本としつつ、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、

指定介護予防支援等基準条例第３条に規定する担当職員、介護予防サービス計画の

原案に位置付けた指定介護予防サービス等（法第８条の２第１６項に規定する指定

介護予防サービス等をいう。）の担当者その他の関係者（以下「構成員」という。）

により構成される会議をいう。以下同じ。）」に改め、同条第１３号中「第１１号」

を「第１２号」に改め、同号を同条第１４号とし、同条中第６号から第１２号まで

を１号ずつ繰り下げ、第５号の次に次の１号を加える。 

  (6) 指定介護予防訪問リハビリテーション事業者が指定介護予防通所リハビリ

テーション事業者（第１１８条第１項に規定する指定介護予防通所リハビリテ

ーション事業者をいう。）の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会

議の開催等を通じて、利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている

環境に関する情報を構成員と共有し、介護予防訪問リハビリテーション及び介

護予防通所リハビリテーションの目標及び当該目標を踏まえたリハビリテー

ション提供内容について整合性のとれた介護予防訪問リハビリテーション計

画を作成した場合については、第１２６条第２号から第５号までに規定する介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を満たすことをもって、第２

号から前号までに規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

第９３条第２項第１号中「第１９条第２項」を「第５１条の１３第２項」に改め、

同項第２号中「第２３条」を「第５２条の３」に改め、同項第３号中「第３４条第

２項」を「第５５条の８第２項」に改め、同項第４号中「第３６条第２項」を「第

５５条の１０第２項」に改める。 

第９４条中「第８条から第１３条まで、第１６条、第１８条、第１９条、第２１

条、第２３条、第２８条から第３１条まで、第３３条から第３７条まで、第３９

条、第５４条」を「第５１条の２から第５１条の７まで、第５１条の１０、第５１

条の１２、第５１条の１３、第５２条の２、第５２条の３、第５４条、第５５条の

２から第５５条の５まで、第５５条の７から第５５条の１１まで、第５６条の２」

に、「訪問介護員等」を「介護予防訪問入浴介護従業者」に、「第８条及び第３０

条中「第２６条」を「第５１条の２及び第５５条の４中「第５５条」に、「第１３条



平成 27 年 3 月 31 日       熊 本 市 公 報         第 1397 号 
 

- 291 - 

中」を「第５１条の７中」に、「第１８条中」を「第５１条の１２中」に改め、「「利

用者」と」の次に「、第５５条の３中「介護予防訪問入浴介護に用いる浴槽その他

の設備及び備品等」とあるのは「設備及び備品等」と」を加える。 

  第７章を次のように改める。 

    第７章 削除 

 第９７条から第１１６条まで 削除 

  第８章第４節中第１２０条の前に次の２条を加える。 

（利用料等の受領） 

第１１９条の２ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者は、法定代理受領サ

ービスに該当する指定介護予防通所リハビリテーションを提供した際には、その

利用者から利用料の一部として、当該指定介護予防通所リハビリテーションに係

る介護予防サービス費用基準額から当該指定介護予防通所リハビリテーション

事業者に支払われる介護予防サービス費の額を控除して得た額の支払を受ける

ものとする。 

２ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者は、法定代理受領サービスに該当

しない指定介護予防通所リハビリテーションを提供した際にその利用者から支

払を受ける利用料の額と、指定介護予防通所リハビリテーションに係る介護予防

サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならな

い。 

３ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者は、前２項の支払を受ける額のほ

か、次に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができる。 

(1) 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に

対して行う送迎に要する費用 

(2) 食事の提供に要する費用 

(3) おむつ代 

(4) 前３号に掲げるもののほか、指定介護予防通所リハビリテーションの提供

において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係

る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められる費用 

４ 前項第２号に掲げる費用については、別に市長が定めるところによるものとす

る。 
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５ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者は、第３項の費用の額に係るサー

ビスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービ

スの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならない。 

（緊急時等の対応） 

第１１９条の３ 介護予防通所リハビリテーション従業者は、現に指定介護予防通

所リハビリテーションの提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた

場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を

講じなければならない。 

第１２１条の次に次の３条を加える。 

（勤務体制の確保等） 

第１２１条の２ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者は、利用者に対し適

切な指定介護予防通所リハビリテーションを提供できるよう、指定介護予防通所

リハビリテーション事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければな

らない。 

２ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者は、指定介護予防通所リハビリテ

ーション事業所ごとに、当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所の従業

者によって指定介護予防通所リハビリテーションを提供しなければならない。た

だし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

３ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者は、介護予防通所リハビリテーシ

ョン従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。 

（定員の遵守） 

第１２１条の３ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者は、利用定員を超え

て指定介護予防通所リハビリテーションの提供を行ってはならない。ただし、災

害その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

（非常災害対策） 

第１２１条の４ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者は、非常災害に関す

る具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、そ

れらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他の必要な

訓練を行わなければならない。 

第１２３条第２項第２号中「第１９条第２項」を「第５１条の１３第２項」に改
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め、同項第３号中「第２３条」を「第５２条の３」に改め、同項第４号中「第３４

条第２項」を「第５５条の８第２項」に改め、同項第５号中「第３６条第２項」を

「第５５条の１０第２項」に改める。 

  第１２４条中「第８条から第１３条まで、第１５条から第１７条まで、第１９条、

第２１条、第２３条、第２４条、第３０条、第３１条、第３３条から第３７条まで、

第３９条、第６９条、第１０１条及び第１０３条から第１０５条まで」を「第５１

条の２から第５１条の７まで、第５１条の９から第５１条の１１まで、第５１条の

１３、第５２条の２、第５２条の３、第５５条の４、第５５条の５、第５５条の

７から第５５条の１１まで、第５６条の２及び第６９条」に、「訪問介護員等」を「介

護予防訪問入浴介護従業者」に、「第８条及び第３０条中「第２６条」を「第５１条

の２及び第５５条の４中「第５５条」に、「第１３条中」を「第５１条の７中」に改

め、「、第１０３条第３項中「介護予防通所介護従業者」とあるのは「介護予防通所

リハビリテーション従業者」と」を削る。 

第１２６条第１号中「又は」を「若しくは」に、「やサービス担当者会議」を「又

はサービス担当者会議若しくはリハビリテーション会議」に改め、同条第１２号中

「第１０号」を「第１１号」に改め、同号を同条第１３号とし、同条中第６号から

第１１号までを１号ずつ繰り下げ、第５号の次に次の１号を加える。 

(6) 指定介護予防通所リハビリテーション事業者が指定介護予防訪問リハビリ

テーション事業者の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議（医師

が参加した場合に限る。）の開催等を通じて、利用者の病状、心身の状況、希

望及びその置かれている環境に関する情報を構成員と共有し、介護予防訪問リ

ハビリテーション及び介護予防通所リハビリテーションの目標及び当該目標

を踏まえたリハビリテーション提供内容について整合性のとれた介護予防通

所リハビリテーション計画を作成した場合については、第８７条第２号から第

５号までに規定する介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を満

たすことをもって、第２号から前号までに規定する基準を満たしているものと

みなすことができる。 

第１３３条第１項第２号ア及びイ中「第１０５条」を「第１２１条の４」に改め

る。 

第１３４条第２項中「第８条第２項」を「第５１条の２第２項」に改める。 
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第１４０条に次の１項を加える。 

 ２ 利用者の状況や利用者の家族等の事情により、指定介護予防支援等基準条例第

３条に規定する担当職員が、緊急に指定介護予防短期入所生活介護を受けること

が必要と認めた者に対し、介護予防サービス計画において位置付けられていない

指定介護予防短期入所生活介護を提供する場合であって、当該利用者及び他の利

用者の処遇に支障がない場合にあっては、前項の規定にかかわらず、前項各号に

掲げる利用者数を超えて、静養室において指定介護予防短期入所生活介護を行う

ことができるものとする。 

  第１４０条の次に次の１条を加える。 

（衛生管理等） 

第１４０条の２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者の使用する施設、

食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生

上必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、当該指定介護予防短期入所生活介護

事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

第１４２条第２項第２号中「第１９条第２項」を「第５１条の１３第２項」に

改め、同項第４号中「第２３条」を「第５２条の３」に改め、同項第５号中「第

３４条第２項」を「第５５条の８第２項」に改め、同項第６号中「第３６条第２項」

を「第５５条の１０第２項」に改める。 

  第１４３条中「第９条から第１３条まで、第１５条、第１６条、第１９条、第

２１条、第２３条、第３０条から第３７条まで、第３９条、第５４条、第１０３条、

第１０５条及び第１０６条」を「第５１条の３から第５１条の７まで、第５１条の

９、第５１条の１０、第５１条の１３、第５２条の２、第５２条の３、第５４条、

第５５条の４から第５５条の１１まで、第５６条の２、第１２１条の２及び第１２１

条の４」に、「第３０条中「第２６条」を「第５５条の４中「第５５条」に、「訪問

介護員等」を「介護予防訪問入浴介護従業者」に、「第１０３条第３項及び第１０５

条中「介護予防通所介護従業者」を「第１２１条の２第３項中「介護予防通所リハ

ビリテーション従業者」に改める。 

第１５４条第１項第２号ア及びイ中「第１０５条」を「第１２１条の４」に改め
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る。 

第１６０条中「第１３８条」の次に「、第１４０条の２」を加え、「第１０３条」

を「第１２１条の２」に改める。 

第１６６条の見出し中「指定介護予防通所介護事業所等」を「指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所等」に改め、同条中「、指定介護予防通所介護事業所」を

削り、「をいう。）」の次に「若しくは指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（指

定地域密着型介護予防サービス基準条例第４５条第１項に規定する指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所をいう。）」を加え、「指定介護予防通所介護事業所等」

を「指定介護予防認知症対応型通所介護事業所等」に改める。 

  第１６７条第４項中「指定介護予防通所介護事業所等」を「指定介護予防認知症

対応型通所介護事業所等」に改める。 

  第１７０条第１項ただし書及び第１７１条（見出しを含む。）中「指定介護予防通

所介護事業所等」を「指定介護予防認知症対応型通所介護事業所等」に改める。 

第１７２条中「第９条から第１３条まで、第１６条、第１９条、第２１条、第

２３条、第３０条から第３３条まで、第３４条」を「第５１条の３から第５１条の

７まで、第５１条の１０、第５１条の１３、第５２条の２、第５２条の３、第５４

条、第５５条の４から第５５条の７まで、第５５条の８」に、「第３５条から第３７

条まで、第３９条、第５４条、第１０３条、第１０５条、第１０６条」を「第５５

条の９から第５５条の１１まで、第５６条の２、第１２１条の２、第１２１条の４」

に、「第１９条中」を「第５１条の１３中」に、「指定介護予防訪問介護」を「指定

介護予防訪問入浴介護」に、「第２１条中」を「第５２条の２中」に、「第３０条

中「第２６条」を「第５５条の４中「第５５条」に、「訪問介護員等」を「介護予防

訪問入浴介護従業者」に、「第１０３条第３項中「介護予防通所介護従業者」を「第

１２１条の２第３項中「介護予防通所リハビリテーション従業者」に改め、「前項」

と」の次に「、第１４０条第２項中「静養室」とあるのは「静養室等」と」を加え

る。 

第１７５条第１項第４号ア中「平方メートル」の次に「以上」を加える。 

第１８１条第２項第２号中「第１９条第２項」を「第５１条の１３第２項」に改

め、同項第４号中「第２３条」を「第５２条の３」に改め、同項第５号中「第３４

条第２項」を「第５５条の８第２項」に改め、同項第６号中「第３６条第２項」を
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「第５５条の１０第２項」に改める。 

第１８２条中「第９条から第１３条まで、第１５条、第１６条、第１９条、第

２１条、第２３条、第３０条、第３１条、第３３条から第３７条まで、第３９条、

第５４条、第１０３条、第１０５条」を「第５１条の３から第５１条の７まで、第

５１条の９、第５１条の１０、第５１条の１３、第５２条の２、第５２条の３、第

５４条、第５５条の４、第５５条の５、第５５条の７から第５５条の１１まで、第

５６条の２、第１２１条の２、第１２１条の４」に、「第３０条中「第２６条」を「第

５５条の４中「第５５条」に、「訪問介護員等」を「介護予防訪問入浴介護従業者」

に、「第１０３条第３項中「介護予防通所介護従業者」を「第１２１条の２第３項中

「介護予防通所リハビリテーション従業者」に改める。 

第１９２条第２項中「第２０５条第１項」を「第２０５条」に改める。 

第１９７条中「第１０３条」を「第１２１条の２」に改める。 

  第２０３条第１項中「第８条の２第１１項」を「第８条の２第９項」に改め、同

条第３項を削る。 

  第２０４条第１項第２号ア中「のうち要介護認定等に係る介護認定審査会による

審査及び判定の基準等に関する省令（平成１１年厚生省令第５８号。以下「認定省

令」という。）第２条第１項第２号に規定する要支援状態区分に該当する者の数が３

又はその端数を増すごとに１及び利用者のうち認定省令第２条第１項第１号に規定

する要支援状態区分に該当する者」を削り、同条第２項第２号ア中「利用者のうち

認定省令第２条第１項第２号に規定する要支援状態区分に該当する者及び」を削り、

「利用者の数」の次に「及び利用者の数に１０分の３を乗じて得た数の合計数」を

加え、「並びに利用者のうち認定省令第２条第１項第１号に規定する要支援状態区分

に該当する者の数が１０又はその端数を増すごとに１以上」を削る。 

第２０７条第４項中「第８条第２項」を「第５１条の２第２項」に改める。 

第２０９条を次のように改める。 

 第２０９条 削除 

第２１７条第２項中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号を第３号とし、

第５号を第４号とし、同項第６号中「第２３条」を「第５２条の３」に改め、同号

を同項第５号とし、同項第７号中「第３４条第２項」を「第５５条の８第２項」に

改め、同号を同項第６号とし、同項第８号中「第３６条第２項」を「第５５条の



平成 27 年 3 月 31 日       熊 本 市 公 報         第 1397 号 
 

- 297 - 

１０第２項」に改め、同号を同項第７号とする。 

第２１８条中「第１１条、第１２条、第２１条、第２３条、第３０条から第３７

条まで、第３９条、第５３条、第５４条、第１０５条及び第１０６条」を「第５１

条の５、第５１条の６、第５２条の２から第５４条まで、第５５条の４から第５５

条の１１まで、第５６条の２、第１２１条の４及び第１４０条の２」に改め、「、第

３０条中「第２６条」とあるのは「第２１３条」と、「訪問介護員等」とあるのは「介

護予防特定施設従業者」と」を削り、「第５３条中」を「第５３条及び第５５条の４

中」に改め、「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「介護予防特定施設従業者」

と」の次に「、同条中「第５５条」とあるのは「第２１３条」と」を加える。 

第２２６条中「指定介護予防サービス事業者」を「事業者」に改める。 

第２３１条第４項中「第８条第２項」を「第５１条の２第２項」に改める。 

第２３３条第２項中「受託介護予防サービス事業者は」の次に「、指定居宅サー

ビス事業者（法第４１条第１項に規定する指定居宅サービス事業者をいう。）」を加

え、「又は」を「若しくは」に改め、「いう。）」の次に「又は法第１１５条の４５の

３第１項に規定する指定事業者（次項において「指定事業者」という。）」を加え、

同条第３項中「指定介護予防訪問介護」を「指定訪問介護（指定居宅サービス等基

準条例第４条に規定する指定訪問介護をいう。以下同じ。）、指定通所介護（指定居

宅サービス等基準条例第９９条に規定する指定通所介護をいう。以下同じ。）」に改

め、「、指定介護予防通所介護」を削り、「指定介護予防認知症対応型通所介護」の

次に「並びに法第１１５条の４５第１項第１号イに規定する第１号訪問事業（指定

事業者により行われるものに限る。以下「指定第１号訪問事業」という。）に係るサ

ービス及び同号ロに規定する第１号通所事業（指定事業者により行われるものに限

る。以下「指定第１号通所事業」という。）に係るサービス」を加え、同条第４項中

「指定介護予防訪問介護、指定介護予防訪問看護及び指定介護予防通所介護」を「次

に掲げる事業」に改め、同項に次の各号を加える。 

(1) 指定訪問介護又は指定第１号訪問事業に係るサービス 

(2) 指定通所介護又は指定第１号通所事業（機能訓練を行う事業を含むものに

限る。）に係るサービス 

(3) 指定介護予防訪問看護 

第２３４条第２項第４号中「第２３条」を「第５２条の３」に改め、同項第５号
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中「第３４条第２項」を「第５５条の８第２項」に改め、同項第６号中「第３６条

第２項」を「第５５条の１０第２項」に改め、同項中第７号を削り、第８号を第７

号とし、第９号を第８号とし、第１０号を第９号とする。 

  第２３５条中「第１１条、第１２条、第２１条、第２３条、第３０条から第３７

条まで、第３９条、第５３条、第５４条、第１０５条、第１０６条」を「第５１条

の５、第５１条の６、第５２条の２から第５４条まで、第５５条の４から第５５条

の１１まで、第５６条の２、第１２１条の４、第１４０条の２」に改め、「この場合

において」の次に「、第５３条中「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「指

定介護予防特定施設の従業者」と」を加え、「第３０条中「第２６条」を「第５５条

の４中「第５５条」に、「訪問介護員等」を「介護予防訪問入浴介護従業者」に、「第

３２条中「指定介護予防訪問介護事業所」を「第５５条の６中「指定介護予防訪問

入浴介護事業所」に改め、「、第５３条中「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるの

は「指定介護予防特定施設の従業者」と」を削る。 

第２３８条中「第８条の２第１２項」を「第８条の２第１０項」に改める。 

  第２４４条の見出し中「確保」の次に「並びに福祉用具専門相談員の知識及び技

能の向上等」を加え、同条に次の１項を加える。 

 ２ 福祉用具専門相談員は、常に自己研鑽
さん

に励み、指定介護予防福祉用具貸与の目

的を達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めなければな

らない。 

  第２４８条第２項第１号中「第１９条第２項」を「第５１条の１３第２項」に改

め、同項第３号中「第２３条」を「第５２条の３」に改め、同項第４号中「第３４

条第２項」を「第５５条の８第２項」に改め、同項第５号中「第３６条第２項」を

「第５５条の１０第２項」に改める。 

 第２４９条中「第８条から第１９条まで、第２１条、第２３条、第３１条から第

３７条まで、第３９条、第５４条」を「第５１条の２から第５１条の１３まで、第

５２条の２、第５２条の３、第５４条、第５５条の５から第５５条の１１まで、第

５６条の２」に、「第１０３条第１項」を「第１２１条の２第１項」に、「第８条中

「第２６条」を「第５１条の２中「第５５条」に、「訪問介護員等」を「介護予防訪

問入浴介護従業者」に、「第１０条」を「第５１条の４」に、「第１４条第２項」を

「第５１条の８第２項」に、「第１８条」を「第５１条の１２」に、「第１９条中」
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を「第５１条の１３中」に、「第２１条中」を「第５２条の２中」に、「第１０３

条第２項」を「第１２１条の２第２項」に改める。 

第２５２条の見出し中「介護予防福祉用具計画」を「介護予防福祉用具貸与計画」

に改める。 

  第２５４条中「第８条から第１４条まで、第１６条から第１９条まで、第２１条、

第２３条、第３１条から第３３条まで、第３４条」を「第５１条の２から第５１

条の８まで、第５１条の１０から第５１条の１３まで、第５２条の２、第５２条の

３、第５４条、第５５条の５から第５５条の７まで、第５５条の８」に、「第３５条

から第３７条まで、第３９条、第５４条」を「第５５条の９から第５５条の１１ま

で、第５６条の２」に、「第１０３条第１項」を「第１２１条の２第１項」に、「第

８条中「第２６条」を「第５１条の２中「第５５条」に、「訪問介護員等」を「介

護予防訪問入浴介護従業者」に、「第１０条」を「第５１条の４」に、「第１４条

第２項」を「第５１条の８第２項」に、「第１８条」を「第５１条の１２」に、「第

１９条中」を「第５１条の１３中」に、「指定介護予防訪問介護」を「指定介護予防

訪問入浴介護」に、「第２１条中」を「第５２条の２中」に、「第１０３条第２項」

を「第１２１条の２第２項」に改める。 

第２５５条中「第８条の２第１３項」を「第８条の２第１１項」に改める。 

第２６２条第２項第２号中「第２３条」を「第５２条の３」に改め、同項第３号

中「第３４条第２項」を「第５５条の８第２項」に改め、同項第４号中「第３６条

第２項」を「第５５条の１０第２項」に改める。 

  第２６３条中「第８条から第１４条まで、第１６条から第１８条まで、第２３条、

第２９条、第３１条から第３７条まで、第３９条、第５４条、第１０３条第１項」

を「第５１条の２から第５１条の８まで、第５１条の１０から第５１条の１２まで、

第５２条の３、第５４条、第５５条の３、第５５条の５から第５５条の１１まで、

第５６条の２、第１２１条の２第１項」に、「第８条中「第２６条」を「第５１条の

２中「第５５条」に、「訪問介護員等」を「介護予防訪問入浴介護従業者」に、「第

１０条」を「第５１条の４」に、「第１４条第２項」を「第５１条の８第２項」に、

「第１８条中」を「第５１条の１２中」に、「第１０３条第２項」を「第１２１条の

２第２項」に改める。 

（熊本市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定
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地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準等を定める条例の一部改正） 

第９条 熊本市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準等を定める条例（平成２４年条例第９１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「第８条の２第１４項」を「第８条の２第１２項」に改める。 

第７条第４項中「前３項」を「第１項から第３項まで」に改め、同項を同条第５

項とし、同条第３項の次に次の１項を加える。 

 ４ 前項ただし書の場合（単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業

者が第１項に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に単独型・併設型指定介護予防

認知症対応型通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、当該サー

ビスの内容を当該サービスの提供の開始前に当該単独型・併設型指定介護予防認

知症対応型通所介護事業者に係る指定を行った市町村長に届け出るものとする。 

  第８条第１項中「第４５条第６項第２号」及び「第４５条第６項第３号」を「第

４５条第６項」に改める。 

  第９条第１項中「、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所」を「又は指

定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所においては共同生活住居（法第８条第

１９項又は法第８条の２第１５項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。）ごと

に」に改め、「指定地域密着型介護老人福祉施設」の次に「においては施設」を加え、

同条第２項中「第４５条第６項第４号」を「第４５条第６項」に改める。 

  第３７条に次の１項を加える。 

 ４ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、第７条第４項の単独型・併設型

指定介護予防認知症対応型通所介護以外のサービスの提供により事故が発生し

た場合は、第１項及び第２項の規定に準じた必要な措置を講じなければならな

い。 

第４５条第６項中「指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のい

ずれかに掲げる施設等が併設されている」を「次の表の左欄に掲げる」に、「当該各

号」を「同表の中欄」に改め、「ときは、」の次に「同表の右欄に掲げる」を加え、

同項各号を削り、同項に次の表を加える。 
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当該指定介護予防小

規模多機能型居宅介

護事業所に中欄に掲

げる施設等のいずれ 

指定認知症対応型共同生活介護事業所、指

定地域密着型特定施設、指定地域密着型介

護老人福祉施設又は指定介護療養型医療施

設（医療法（昭和２３年法律第２０５号） 

介護職員 

かが併設されている

場合 

第７条第２項第４号に規定する療養病床を

有する診療所であるものに限る。） 

 

当該指定介護予防小

規模多機能型居宅介

護事業所の同一敷地

内に中欄に掲げる施

設等のいずれかがあ

る場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定居宅サービ

スの事業を行う事業所、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所、指定認知症

対応型通所介護事業所、指定介護老人福祉

施設又は介護老人保健施設 

看護師又は

准看護師 

  第４５条第７項中「指定複合型サービス事業者」を「指定看護小規模多機能型居

宅介護事業者」に、「指定複合型サービス事業所」を「指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所」に改め、同条第８項中「複合型サービス従業者」を「看護小規模多機

能型居宅介護従業者」に改め、同条第１０項中「第８条の２第１８項」を「第８条

の２第１６項」に、「第６項各号」を「第６項の表の当該指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の中

欄」に改める。 

  第４６条第１項ただし書中「前条第６項各号」を「前条第６項の表の当該指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設され

ている場合の項の中欄」に、「若しくは」を「、」に改め、「含む。）」の次に「若しく

は法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第

１号ニに規定する第１号介護予防支援事業を除く。）」を加え、同条第３項中「指定

複合型サービス事業所」の次に「（指定地域密着型サービス基準条例第１９５条に規

定する指定複合型サービス事業所をいう。次条において同じ。）」を加える。 

第４８条第１項中「２５人」を「２９人」に改め、同条第２項第１号中「１５人

（」の次に「登録定員が２５人を超える指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所にあっては、登録定員に応じて、次の表に定める利用定員、」を加え、同号に次の

表を加える。 
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登録定員 利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人 

第６４条中「第４５条第６項各号」を「第４５条第６項」に改める。 

第６６条中「第３８条まで」を「第３６条まで、第３７条（第４項を除く。）、第

３８条」に改める。 

第６７条第２項中「行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて」を「行

い」に改める。 

  第７１条中「第８条の２第１７項」を「第８条の２第１５項」に改める。 

第７３条第１項に次のただし書を加える。 

   ただし、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に係る用地の確保が困

難であることその他地域の実情により指定介護予防認知症対応型共同生活介護

事業所の効率的運営に必要と認められる場合は、一の事業所における共同生活住

居の数を３とすることができる。 

第８７条中「から第３８条まで」を「、第３７条（第４項を除く。）、第３８条」

に改める。 

（熊本市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の

一部改正） 

第１０条 熊本市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める

条例（平成２６年条例第５６号）の一部を次のように改正する。 

第１０条中「又は」を「及び」に、「若しくは」を「又は」に改める。 

  第１４条中第２５号を第２６号とし、第１６号から第２４号までを１号ずつ繰り

下げ、同条第１５号中「第１１号」を「第１２号」に、「第１２号」を「第１３号」

に改め、同号を同条第１６号とし、同条中第１４号を第１５号とし、第１３号を第

１４号とし、第１２号を第１３号とし、第１１号の次に次の１号を加える。 

(12) 介護支援専門員は、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業

者等に対して、訪問介護計画（熊本市指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年条例第８５号。以下「指定

居宅サービス等基準条例」という。）第２４条第１項に規定する訪問介護計画
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をいう。）等指定居宅サービス等基準条例において位置付けられている計画の

提出を求めるものとする。 

  第１４条に次の１号を加える。 

  (27) 指定居宅介護支援事業者は、法第１１５条の４８第４項の規定に基づき、

同条第１項に規定する会議から、同条第２項の検討を行うための資料又は情報

の提供、意見の開陳その他必要な協力の求めがあった場合には、これに協力す

るよう努めなければならない。 

第３０条第２項第１号中「第１４条第１２号」を「第１４条第１３号」に、同項

第２号エ中「第１４条第１３号」を「第１４条第１４号」に改める。 

（熊本市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第１１条 熊本市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成

２６年条例第５７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３項中「第８条の２第１８項」を「第８条の２第１６項」に改める。 

第１０条中「又は」を「及び」に、「若しくは」を「又は」に改める。 

第２９条第２項第１号中「第３２条第１３号」を「第３２条第１４号」に改め、

同項第２号エ中「第３２条第１４号」を「第３２条第１５号」に改め、同号オ中「第

３２条第１５号」を「第３２条第１６号」に改める。 

第３２条中第２６号を第２７号とし、第１８号から第２５号までを１号ずつ繰り

下げ、同条第１７号中「第１２号」を「第１３号」に、「第１３号」を「第１４号」

に改め、同号を同条第１８号とし、同条中第１６号を第１７号とし、同条第１５

号中「第１３号」を「第１４号」に改め、同号イ中「指定介護予防通所介護事業所

（指定介護予防サービス等基準条例第９８条第１項に規定する指定介護予防通所介

護事業所をいう。）又は」を削り、同号を同条第１６号とし、同条中第１４号を第

１５号とし、第１３号を第１４号とし、同条第１２号中「介護予防訪問介護計画（熊

本市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例

（平成２４年条例第９０号。以下「指定介護予防サービス等基準条例」という。）第

４１条第２号に規定する介護予防訪問介護計画をいう。）」を「介護予防訪問看護計
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画書」に改め、同号を同条第１３号とし、同条第１１号の次に次の１号を加える。 

(12) 担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた指定介護予防サービス事

業者等に対して、介護予防訪問看護計画書（熊本市指定介護予防サービス等の

事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２４年条例第９０

号。以下「指定介護予防サービス等基準条例」という。）第７７条第２号に規

定する介護予防訪問看護計画書をいう。次号において同じ。）等指定介護予防

サービス等基準条例において位置付けられている計画の提出を求めるものと

する。 

第３２条に次の１号を加える。 

(28) 指定介護予防支援事業者は、法第１１５条の４８第４項の規定に基づき、

同条第１項に規定する会議から、同条第２項の検討を行うための資料又は情報

の提供、意見の開陳その他必要な協力の求めがあった場合には、これに協力す

るよう努めなければならない。 

（熊本市地域包括支援センターの職員等に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１２条 熊本市地域包括支援センターの職員等に関する基準を定める条例（平成

２６年条例第５８号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「第１１５条の４６第４項」を「第１１５条の４６第５項」に改める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （介護予防訪問介護に関する経過措置） 

第２条 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備

等に関する法律（平成２６年法律第８３号。以下「整備法」という。）附則第１１条

又は第１４条第２項の規定によりなおその効力を有するものとされた整備法第５条

の規定（整備法附則第１条第３号に掲げる改正規定に限る。）による改正前の介護保

険法（以下「旧法」という。）第５３条第１項に規定する指定介護予防サービスに該

当する旧法第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介護（以下「旧指定介護予防

訪問介護」という。）又は法第５４条第１項第２号に規定する基準該当介護予防サー
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ビスに該当する旧法第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介護若しくはこれに

相当するサービス（以下「旧基準該当介護予防訪問介護」という。）については、次

に掲げる規定はなおその効力を有する。 

 (1) 第４条の規定による改正前の熊本市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及

び運営に関する基準等を定める条例（以下「旧指定居宅サービス等基準条例」と

いう。）第５条第２項及び第５項、第７条第２項、第４３条第３項並びに第４５

条第２項の規定 

 (2) 第５条の規定による改正前の熊本市指定地域密着型サービスの事業の人員、設

備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「旧地域密着型サービス基準条例」

という。）第６条第２項の規定 

 (3) 第８条の規定による改正前の熊本市指定介護予防サービス等の事業の人員、設

備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準等を定める条例（以下「旧介護予防サービス等基準条例」

という。）第４条から第４７条までの規定 

第３条 前条第３号の規定によりなおその効力を有するものとされる旧介護予防サー

ビス等基準条例第５条第２項及び第５項並びに第７条第２項の規定は、旧指定介護

予防訪問介護の事業を行う者が介護保険法第１１５条の４５第１項第１号イに規定

する第１号訪問事業（旧指定介護予防訪問介護に相当するものとして本市が定める

ものに限る。）に係る指定事業者の指定を併せて受けている場合について準用する。

この場合において、次の表の左欄に掲げる旧介護予防サービス等基準条例の規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものと

する。  

第５条第２項 指定訪問介護事業者（熊本市指

定居宅サービス等の事業の人

員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例（平成２４

年条例第８５号。以下「指定居

宅サービス等基準条例」とい

う。）第５条第１項に規定する

法第１１５条の４５第１項第

１号イに規定する第１号訪問

事業（前条に規定する指定介護

予防訪問介護に相当するもの

として本市が定めるものに限

る。）に係る指定事業者 
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 指定訪問介護事業者をいう。以

下同じ。） 

 

 指定訪問介護（指定居宅サービ

ス等基準条例第４条に規定す

る指定訪問介護をいう。以下同

じ。）の事業 

当該第１号訪問事業 

 指定介護予防訪問介護及び指

定訪問介護 

指定介護予防訪問介護又は当

該第１号訪問事業 

第５条第５項 

 

指定訪問介護事業者 第２項に規定する第１号訪問

事業に係る指定事業者 

 指定訪問介護の事業 当該第１号訪問事業 

 指定居宅サービス等基準条例

第５条第１項から第４項まで

に規定する 

本市の定める当該第１号訪問

事業の 

第７条第２項 

 

指定訪問介護事業者 第５条第２項に規定する第１

号訪問事業に係る指定事業者 

 指定訪問介護の事業 当該第１号訪問事業 

 指定居宅サービス等基準条例

第７条第１項に規定する 

本市の定める当該第１号訪問

事業の 

２ 前条第３号の規定によりなおその効力を有するものとされる旧介護予防サービス

等基準条例第４３条第３項及び第４５条第２項の規定は、旧基準該当介護予防訪問

介護の事業と介護保険法第１１５条の４５第１項第１号イに規定する第１号訪問事

業（旧基準該当介護予防訪問介護に相当するものとして本市が定めるものに限る。）

を同一の事業所において一体的に運営している場合について準用する。この場合に

おいて、次の表の左欄に掲げる旧介護予防サービス等基準条例の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

 



平成 27 年 3 月 31 日       熊 本 市 公 報         第 1397 号 
 

- 307 - 

第４３条第３項 

 

基準該当訪問介護（指定居宅サ

ービス等基準条例第４３条第

１項に規定する基準該当訪問

介護をいう。以下同じ。）の 

法第１１５条の４５第１項第

１号イに規定する第１号訪問

事業（基準該当介護予防訪問介

護に相当するものとして本 

 事業 市が定めるものに限る。） 

 同項及び同条第２項に規定す

る 

本市の定める当該第１号訪問

事業の 

第４５条第２項 

 

基準該当訪問介護の事業 第４３条第３項に規定する第

１号訪問事業 

 指定居宅サービス等基準条例

第４５条第１項に規定する 

本市の定める当該第１号訪問

事業の 

 （介護予防通所介護に関する経過措置） 

第４条 旧法第５３条第１項に規定する指定介護予防サービスに該当する旧法第８条

の２第７項に規定する介護予防通所介護（以下「旧指定介護予防通所介護」という。）

又は法第５４条第１項第２号に規定する基準該当介護予防サービスに該当する旧法

第８条の２第７項に規定する介護予防通所介護若しくはこれに相当するサービス

（以下「旧基準該当介護予防通所介護」という。）については、次に掲げる規定はな

おその効力を有する。 

(1) 第３条による改正前の熊本市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基

準を定める条例第４５条第１２項の規定 

(2) 旧指定居宅サービス等基準条例第１００条第１項第３号及び第８項、第

１０２条第４項、第１３２条第１項第３号及び第７項並びに第１３４条第４項の

規定 

(3) 旧地域密着型サービス基準条例第１５３条第１３項の規定 

(4) 旧介護予防サービス等基準条例第８条から第１４条まで（第１０８条及び

第１１６条において準用する場合に限る。）、第１５条（第１０８条において準用

する場合に限る。）、第１６条（第１０８条及び第１１６条において準用する場合

に限る。）、第１７条（第１０８条及び第１１６条において準用する場合に限る。）、

第１９条（第１０８条及び第１１６条において準用する場合に限る。）、第２１条

（第１０８条及び第１１６条において準用する場合に限る。）、第２３条（第１０８
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条及び第１１６条において準用する場合に限る。）、第２４条（第１０８条及び第

１１６条において準用する場合に限る。）、第３０条から第３３条まで（第１０８

条及び第１１６条において準用する場合に限る。）、第３４条第１項から第４項ま

で（第１０８条及び第１１６条において準用する場合に限る。）、第３４条第５項

及び第６項（第１０８条において準用する場合に限る。）、第３５条から第３７条

まで（第１０８条及び第１１６条において準用する場合に限る。）、第３９条（第

１０８条及び第１１６条において準用する場合に限る。）、第９７条から第１１６

条まで、第１６６条、第１６７条第４項、第１７０条第１項及び第１７１条の規

定 

第５条 前条第４号の規定によりなおその効力を有するものとされる旧介護予防サー

ビス等基準条例第９８条第１項第３号及び第８項並びに第１００条第４項の規定

は、旧指定介護予防通所介護の事業を行う者が介護保険法第１１５条の４５第１項

第１号ロに規定する第１号通所事業（旧指定介護予防通所介護に相当するものとし

て本市が定めるものに限る。）に係る指定事業者の指定を併せて受けている場合につ

いて準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる旧介護予防サービス等基

準条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読

み替えるものとする。 

第９８条第１項

第３号 

指定通所介護事業者（指定居宅

サービス等基準条例第１００条

第１項に規定する指定通所介

護事業者をいう。以下同じ。）

法第１１５条の４５第１項第

１号ロに規定する第１号通所

事業（前条に規定する指定介護

予防通所介護に相当するもの

として本市が定めるものに限

る。）に係る指定事業者 

 指定通所介護（指定居宅サービ

ス等基準条例第９９条に規定

する指定通所介護をいう。以下

同じ。）の事業 

当該第１号通所事業 

 指定介護予防通所介護又は指

定通所介護 

指定介護予防通所介護又は当

該第１号通所事業 
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第９８条第８項 指定通所介護事業者 第１項第３号に規定する第１

号通所事業に係る指定事業者 

 指定通所介護の事業 当該第１号通所事業 

 指定居宅サービス等基準条例

第１００条第１項から第７項

までに規定する 

本市の定める当該第１号通所

事業の 

第１００条第４

項 

 

指定通所介護事業者 第９８条第１項第３号に規定

する第１号通所事業に係る指

定事業者 

 指定通所介護の事業 当該第１号通所事業 

 指定居宅サービス等基準条例

第１０２条第１項から第３項

までに規定する 

本市の定める当該第１号通所

事業の 

２ 前条第４号の規定によりなおその効力を有するものとされる旧介護予防サービス

等基準条例第１１３条第１項第３号及び第７項並びに第１１５条第４項の規定は、

旧基準該当介護予防通所介護の事業と介護保険法第１１５条の４５第１項第１号ロ

に規定する第１号通所事業（旧基準該当介護予防通所介護に相当するものとして本

市が定めるものに限る。）を同一の事業所において一体的に運営している場合につい

て準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる旧介護予防サービス等基準

条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み

替えるものとする。 

第１１３条第１

項第３号 

 

基準該当通所介護（指定居宅サ

ービス等基準条例第１３２条

第１項に規定する基準該当通

所介護をいう。以下同じ。）の

事業 

法第１１５条の４５第１項第

１号ロに規定する第１号通所

事業（基準該当介護予防通所介

護に相当するものとして本市

が定めるものに限る。） 

 基準該当介護予防通所介護又

は基準該当通所介護 

基準該当介護予防通所介護又

は当該第１号通所事業 

第１１３条第７ 基準該当通所介護の事業 第１項第３号に規定する第１ 
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項  号通所事業 

 指定居宅サービス等基準条例

第１３２条第１項から第６項

本市の定める当該第１号通所

事業の 

 までに規定する  

第１１５条第４

項 

基準該当通所介護の事業 第１１３条第１項第３号に規

定する第１号通所事業 

 指定居宅サービス等基準条例

第１３４条第１項から第３項

までに規定する 

本市の定める当該第１号通所

事業の 

第６条 整備法附則第１３条の規定により指定を受けたものとみなされた者に係る第

８条の規定による改正後の熊本市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び

運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準等を定める条例（以下「新介護予防サービス等基準条例」という。）第

２３３条第２項の規定の適用については、同項中「指定事業者（」とあるのは、「指

定事業者（地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の

整備等に関する法律（平成２６年法律第８３号）附則第１３条の規定により指定を

受けたものとみなされた者を含む。」とする。 

２ 新介護予防サービス等基準条例第２３３条第２項の規定により旧指定介護予防訪

問介護を行う事業者及び旧指定介護予防通所介護を行う事業者が受託介護予防サー

ビス事業者となる場合における同条第３項及び第４項の規定の適用については、同

条第３項中「指定通所介護をいう。以下同じ。）」とあるのは「指定通所介護をいう。

以下同じ。）、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律

の整備等に関する法律（平成２６年法律第８３号）附則第１１条又は第１４条第２

項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第５条による改正前の法

（以下「旧法」という。）第５３条第１項に規定する指定介護予防サービス（以下こ

の項において「旧指定介護予防サービス」という。）に該当する旧法第８条の２第２

項に規定する介護予防訪問介護（次項において「指定介護予防訪問介護」という。）」

と、「、指定介護予防訪問リハビリテーション」とあるのは「、指定介護予防訪問リ

ハビリテーション、旧指定介護予防サービスに該当する介護予防通所介護（次項に

おいて「指定介護予防通所介護」という。）」と、同条第４項第１号中「指定訪問介
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護」とあるのは「指定訪問介護若しくは指定介護予防訪問介護」と、同項第２号中

「指定通所介護」とあるのは「指定通所介護若しくは指定介護予防通所介護」とす

る。 
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条 例 第  ３９  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市都市計画・建築事務に関する手数料条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市都市計画・建築事務に関する手数料条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市都市計画・建築事務に関する手数料条例（平成１２年条例第２４号）の一部

を次のように改正する。 

 

 第２条に次の１号を加える。 

 (9) マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成１４年法律第７８号）関係

の手数料 別表第９ 

 別表第１の１の項事務の欄中「（次項に該当する場合を除く。）」を削り、同表２の項

を削り、同表３の項中「１の項若しくは」を削り、同項を同表２の項とし、同表４の

項中「若しくは２の項」を削り、同項を同表３の項とし、同表中５の項を４の項とし、

６の項から１０の項までを１項ずつ繰り上げ、同表１１の項事務の欄中「第７条の６

第１項第１号」の次に「若しくは第２号」を加え、「第１８条第２２項第１号」を「第

１８条第２４項第１号若しくは第２号」に、「承認」を「認定」に改め、同項名称の欄

中「仮使用承認申請手数料」を「仮使用認定申請手数料」に改め、同項を同表１０の

項とし、同表中１２の項を１１の項とし、１３の項から６４の項までを１項ずつ繰り

上げ、同表備考第２項中「５の項及び７の項」を「４の項及び６の項」に改め、同表

備考第３項を削る。 

 別表第６の１の項中「次項」の次に「又は３の項」を加え、同表中６の項を８の項

とし、５の項を７の項とし、同項の前に次のように加える。 

６ 長期優良住宅促進法第

８条第１項の規定に基 

住宅性能評価

書が添付され

３の項に規定する金額の２分の１

の額 
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 づく長期優良住宅建築

等計画の変更の認定の

申請に対する審査（住

宅性能評価書が添付さ

れた場合に限る。） 

た場合の長期

優良住宅建築

等計画変更認

定申請手数料

 

 別表第６中４の項を５の項とし、同表３の項中「次項」の次に「又は６の項」を加

え、同項を同表４の項とし、同表２の項の次に次のように加える。 

３ 長期優良住宅促進法第

５条第１項から第３項

までの規定に基づく長

期優良住宅建築等計画

の認定の申請に対する

審査（住宅の品質確保

の促進等に関する法律

第５条第１項に規定す

る住宅性能評価書（以

下この表において「住

宅性能評価書」とい

う。）が添付された場合

に限る。） 

住宅性能評価

書が添付され

た場合の長期

優良住宅建築

等計画認定申

請手数料 

(1) 一戸建ての住宅 16,000 円 

(2) 共同住宅等 

ア 総住戸数が 1 戸から 5 戸ま

でのもの 61,000 円を申請住

戸数で除して得た額 

イ 総住戸数が 6 戸から 10 戸ま

でのもの 98,000 円を申請住

戸数で除して得た額 

ウ 総住戸数が 11 戸から 25 戸

までのもの 184,000 円を申

請住戸数で除して得た額 

エ 総住戸数が 26 戸から 50 戸

までのもの 316,000 円を申

請住戸数で除して得た額 

オ 総住戸数が 51 戸から 100 戸

までのもの 486,000 円を申

請住戸数で除して得た額 

カ 総住戸数が 101 戸から 200

戸までのもの 884,000 円を

申請住戸数で除して得た額 

キ 総住戸数が 201 戸から 300

戸までのもの 1,206,000 円 
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   を申請住戸数で除して得た額 

ク 総住戸数が 301 戸以上のも

の 1,458,000 円を申請住戸

数で除して得た額 

 別表第６備考第３項中「又は２の項」を「、２の項又は３の項」に改め、同表備考

第４項中「３の項又は４の項」を「４の項、５の項又は６の項」に、「又は２の項」を

「、２の項又は３の項」に改め、同表備考第５項中「又は２の項」を「、２の項又は

３の項」に改め、同項後段を次のように改め、同項各号を削る。 

    この場合において、建築基準関係規定への適合性審査の対象に建築基準法第 

８７条の２の昇降機に係る部分が含まれるときは、１申請当たり別表第１の２

の項に規定する金額を加算する。 

別表第６備考第６項中「３の項又は４の項」を「４の項、５の項又は６の項」に改

め、同項後段を次のように改め、同項各号を削る。 

    この場合において、建築基準関係規定への適合性審査の対象に建築基準法第

８７条の２の昇降機に係る部分が含まれるときは、１申請当たり別表第１の２

の項又は同表３の項に規定する金額を加算する。 

 別表第６備考第７項を削る。 

 別表第８備考第２項後段を次のように改め、同項各号を削る。 

    この場合において、建築基準関係規定への適合性審査の対象に建築基準法第

８７条の２の昇降機に係る部分が含まれるときは、１申請当たり別表第１の２

の項に規定する金額を加算する。 

 別表第８備考第３項後段を次のように改め、同項各号を削る。 

    この場合において、建築基準関係規定への適合性審査の対象に建築基準法第

８７条の２の昇降機に係る部分が含まれるときは、１申請当たり別表第１の２

の項又は同表３の項に規定する金額を加算する。 

 別表第８備考第４項を削る。 

 別表に次の１表を加える。 



平成 27 年 3 月 31 日       熊 本 市 公 報         第 1397 号 
 

- 315 - 

別表第９（第２条第９号関係） 

項 事務 名称 金額 

１ マンションの建替え等

の円滑化に関する法律

第１０５条第１項の規

定に基づく建築物の容

積率又は各部分の高さ

に関する特例の許可の

申請に対する審査 

敷地内に広い

空地を有する

建築物の容積

率又は各部分

の高さの特例

許可申請手数

料 

160,000 円

 

附 則 

 この条例は、平成２７年６月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第２条に１号を加える改正規定及び別表に１表を加える改正規定 公布の日 

 (2) 別表第６の改正規定（同表備考第５項後段に係る部分及び同項各号を削る部分、

同表備考第６項後段に係る部分及び同項各号を削る部分並びに同表備考第７項

を削る部分を除く。） 平成２７年４月１日 
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条 例 第  ４０  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市建築基準条例等の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市建築基準条例等の一部を改正する条例 

 

 （熊本市建築基準条例の一部改正） 

第１条 熊本市建築基準条例（平成２４年条例第１２７号）の一部を次のように改正

する。 

  第１９条中「法第２７条第１項ただし書の政令で定める技術的基準」を「令第   

１２９条の２の３第１項第１号ロに掲げる基準」に改める。 

 （熊本市大規模集客施設制限地区内における建築物の制限に関する条例の一部改正） 

第２条 熊本市大規模集客施設制限地区内における建築物の制限に関する条例（平成

１９年条例第７４号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第４号中「第１３７条の１７」を「第１３７条の１８」に改める。 

  第５条中「第１３７条の１８第３項」を「第１３７条の１９第３項」に、「第    

１３７条の１７」を「第１３７条の１８」に改める。 

 （熊本市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正） 

第３条 熊本市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成２０年条

例第４３号）の一部を次のように改正する。 

  第１１条第１項第５号及び同条第５項中「第１３７条の１８第２項」を「第   

１３７条の１９第２項」に改める。 

 

附 則 

この条例は、平成２７年６月１日から施行する。 
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条 例 第  ４１  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市国民健康保険条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

熊本市国民健康保険条例（昭和５０年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 

第１５条の５中「５１万円」を「５２万円」に改める。 

 第１５条の５の１０中「１６万円」を「１７万円」に改める。 

 第１５条の１０中「１４万円」を「１６万円」に改める。 

 第２０条第１項中「５１万円」を「５２万円」に改め、同項第２号中「２４万５千

円」を「２６万円」に改め、同項第３号中「４５万円」を「４７万円」に改め、同条

第３項中「５１万円」を「５２万円」に、「１６万円」を「１７万円」に改め、同条第

４項中「５１万円」を「５２万円」に、「１４万円」を「１６万円」に改める。 

 

附 則 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の熊本市国民健康保険条例の規定は、平成２７年度以後の

年度分の保険料について適用し、平成２６年度分までの保険料については、なお従

前の例による。 
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条 例 第  ４２  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市議会政務活動費の交付に関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市議会政務活動費の交付に関する条例の一部を改正する条例 

 

熊本市議会政務活動費の交付に関する条例（平成１３年条例第８号）の一部を次の

ように改正する。 

 

 第１条中「、議員」の次に「又は会派」を加える。 

 第２条に次のただし書を加える。 

  ただし、議長に届け出た会派（所属議員が１人の場合を含む。以下「会派」とい

う。）が、会派に対する交付を選択した場合には、会派に対して交付することができ

る。 

第３条第１項中「対し、月額２００，０００円」を「対しては月額２００，０００

円を、会派に対する交付を選択した会派に対しては月額２００，０００円に基準日に

所属する当該会派の議員数を乗じて得た額」に改め、同条中第５項を第６項とし、第

４項の次に次の１項を加える。 

５ 基準日において議員の辞職、失職、除名若しくは死亡又は所属会派からの脱会が

あった場合は、当該議員は第１項の所属する議員に含まれないものとする。 

第４条の見出し中「議員でなくなった場合の」を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 政務活動費の交付を受けた議員が、半期の途中において政務活動費の交付を受け

た会派（以下「交付会派」という。）に所属することとなったときは、交付会派に所

属することとなった日の属する月の翌月分（その日が基準日に当たる場合は、当月

分）以降の政務活動費を返還しなければならない。 

第１１条を第１３条とする。 

第１０条中「第６条」を「第８条」に改め、同条を第１２条とする。 
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第９条第１項中「第６条」を「第８条」に改め、同条を第１１条とする。 

第８条第１項中「議員」の次に「及び交付会派」を加え、「第５条」を「第６条」に

改め、同条第２項中「議員」の次に「又は交付会派」を加え、同項第１号中「第５条

第２項」を「第６条第２項」に改め、同条を第１０条とする。 

第７条を第９条とする。 

第６条第１項中「議員」の次に「及び経理責任者」を加え、同条第４項中「議員」

の次に「及び経理責任者」を加え、「第９条」を「第１１条」に改め、同項を同条第５

項とし、同条第３項の次に次の１項を加え、同条を第８条とする。 

４ 交付会派が解散したときは、第２項の規定にかかわらず、当該会派の経理責任者

であった者は、解散のときから３０日以内に収支報告書を提出しなければならない。 

第５条第２項中「議員」の次に「及び交付会派」を加え、同条を第６条とし、同条

の次に次の１条を加える。 

（経理責任者） 

第７条 交付会派は、政務活動費に関する経理責任者を置かなければならない。 

２ 経理責任者は、会派に交付された政務活動費に係る金銭の出納その他の事務を所

掌する。 

第４条の次に次の１条を加える。 

（所属議員数の異動に伴う調整） 

第５条 交付会派について、半期の途中において所属議員数に異動が生じた場合は、

異動が生じた日の属する月の翌月（その日が基準日に当たる場合は、当月）の末日

までに、既に交付した政務活動費の額が異動後の議員数に基づいて算定した政務活

動費の額を下回るときは、当該下回る額を追加して交付し、既に交付した額が異動

後の議員数に基づいて算定した額を上回るときは、交付会派は当該上回る額を返還

しなければならない。 

２ 交付会派が、半期の途中において解散したときは、交付会派は、解散の日の属す

る月の翌月分（その日が基準日に当たる場合は、当月分）以後の政務活動費を返還

しなければならない。 

 

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 



平成 27 年 3 月 31 日       熊 本 市 公 報         第 1397 号 
 

- 320 - 

条 例 第  ４３  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市議会事務局設置条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市議会事務局設置条例の一部を改正する条例 

 

熊本市議会事務局設置条例（昭和４０年条例第２９号）の一部を次のように改正す

る。 

 

第３条中「議事課」を 
「 議事課 

に改める。 
 調査課 」

 

附 則 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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 条 例 第  ４４  号   

平成２７年 ３ 月 ６ 日   

 

熊本市議会委員会条例の一部を改正する条例を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市議会委員会条例の一部を改正する条例 

 

熊本市議会委員会条例（平成２５年条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１６条中「教育委員会の委員長」を「教育委員会の教育長」に改める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法

律第７６号）附則第２条第１項の規定により在職する教育長がある場合におけるこ

の条例による改正後の第１６条の規定の適用については、同条中「教育委員会の教

育長」とあるのは、「教育委員会の委員長」とする。 
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条 例 第  ４５  号   

平成２７年 ３ 月 ９ 日   

 

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準の経過措置に係

る関係条例の整備に関する条例を公布する。 

 

熊本市長 大 西 一 史 

 

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準の経過措置

に係る関係条例の整備に関する条例 

 

 （熊本市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正

する条例附則第２条第３号及び第４条第４号の規定によりなおその効力を有するも

のとされた同条例第８条による改正前の熊本市指定介護予防サービス等の事業の人

員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第１条 熊本市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を

改正する条例（平成２７年条例第３８号）附則第２条第３号及び第４条第４号の規

定によりなおその効力を有するものとされた同条例第８条による改正前の熊本市指

定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成

２４年条例第９０号）の一部を次のように改正する。 

第５条第５項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第６項とし、同条第

４項の次に次の１項を加える。 

５ 第２項の規定にかかわらず、常勤のサービス提供責任者を３人以上配置し、か

つ、サービス提供責任者の業務に主として従事する者を１人以上配置している事

業所において、サービス提供責任者が行う業務が効率的に行われている場合にあ

っては、当該介護予防訪問介護事業所に置くべきサービス提供責任者の員数は、

利用者の数が５０又はその端数を増すごとに１人以上とすることができる。 

  第１００条第４項中「前３項」を「第１項から第３項まで」に改め、同項を同条
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第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 前項ただし書の場合（指定介護予防通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利

用し、夜間及び深夜に指定介護予防通所介護以外のサービスを提供する場合に限

る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に市長に届け出

るものとする。 

第１０６条の次に次の１条を加える。 

  （事故発生時の対応） 

第１０６条の２ 指定介護予防通所介護事業者は、利用者に対する指定介護予防通

所介護の提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利

用者に係る介護予防支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなけ

ればならない。 

２ 指定介護予防通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処

置について記録しなければならない。 

３ 指定介護予防通所介護事業者は、利用者に対する指定介護予防通所介護の提供

により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければなら

ない。 

４ 指定介護予防通所介護事業者は、第１００条第４項の指定介護予防通所介護以

外のサービスの提供により事故が発生した場合は、第１項及び第２項の規定に準

じた必要な措置を講じなければならない。 

第１０８条中「第３７条まで」を「第３５条まで、第３７条」に改める。 

第１１６条中「から第３７条まで」を「、第３７条」に改め、「、第３０条中「訪

問介護員等」とあるのは「介護予防通所介護従業者」と」を削る。 

 （熊本市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正

する条例の一部改正） 

第２条 熊本市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を

改正する条例（平成２７年条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

  附則第３条第１項中「及び第５項」を「及び第６項」に改め、同項の表中「第５

条第５項」を「第５条第６項」に、「第４項」を「第５項」に改める。 

附則第４条第４号中「第３５条から第３７条まで（第１０８条及び第１１６条に

おいて準用する場合に限る。）」を「第３５条（第１０８条及び第１１６条において
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準用する場合に限る。）、第３７条（第１０８条及び第１１６条において準用する場

合に限る。）」に改める。 

附則第５条第１項及び同項の表中「第１００条第４項」を「第１００条第５項」

に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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  規   則   

規 則 第  ７  号   

平成２７年 ３ 月 ９ 日   

 

 江津湖地域における特定外来生物等による生態系等に係る被害の防止に関する条例

施行規則を公布する。 

 

                       熊本市長  大 西 一 史 

 

   江津湖地域における特定外来生物等による生態系等に係る被害の防止に関する

条例施行規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、江津湖地域における特定外来生物等による生態系等に係る被害

の防止に関する条例（平成２６年条例第６６号。以下「条例」という。）の施行に関

し必要な事項を定めるものとする。 

（条例第２条第１号の規則で定める区域等） 

第２条 条例第２条第１号の規則で定める区域は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 熊本市動植物園区域（熊本市動植物園条例（平成３年条例第２０号）第１条に

規定する熊本市動植物園の区域及びその周辺の区域のうち、市長が定める区域を

いう。）  

(2) 熊本洋学校教師ジェーンズ邸区域（熊本市記念館条例（平成５年条例第４６号）

第２条に規定する熊本洋学校教師ジェーンズ邸の敷地の区域及びその周辺の区

域のうち、市長が定める区域をいう。） 

 (3) 庄口地区運動施設区域（熊本市都市公園条例（昭和５２年条例第３２号）別表

第５に規定する庄口地区運動施設の区域及びその周辺の区域のうち、市長が定め

る区域をいう。） 

２ 市長は、前項各号の規定により区域を定めたときはこれを告示するものとする。 

 （条例第２条第２号イの規則で定める区域） 

第３条 条例第２条第２号イの規則で定める区域は、次に掲げるとおりとする。 
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 (1) 加勢川のうち、熊本市中央区水前寺公園市道水前寺公園第７号線宮園橋上流端

から熊本市東区画図町大字下無田一般県道画図秋津線大六橋下流端までの区域

（本市の区域に限り、条例第２条第１号に規定する水前寺江津湖公園の区域を除

く。） 

 (2) 木山川のうち、熊本市東区秋津町秋田熊本市東部浄化センター排水樋門上流端

と熊本県上益城郡嘉島町大字下六嘉三郎無田樋門上流端を結んだ線から加勢川

合流点までの区域（本市の区域に限る。） 

（江津湖地域の在来種を圧迫し、その生態系に影響を与えるおそれがあると認めら

れる外来生物） 

第４条 条例第２条第４号イの規則で定める外来生物は、カムルチー、ジルティラピ

ア及びナイルティラピアとする。 

 （指定外来魚） 

第５条 条例第２条第５号の規則で定める魚類は、オオクチバス、ブルーギル、カダ

ヤシ、カムルチー、ジルティラピア及びナイルティラピアとする。 

 （条例第８条第１項の規則で定める区域） 

第６条 条例第８条第１項の規則で定める区域は、条例第２条第１号に規定する水前

寺江津湖公園の区域とする。 

 （指定外来魚の捕獲のための釣りの方法） 

第７条 条例第８条第１項の規則で定める方法は、さお釣りとする。 

（捕獲した指定外来魚の取扱方法） 

第８条 条例第８条第２項第２号の規則で定める方法は、市が指定する回収箱又は回

収いけすへ投入する方法とする。 

（遵守事項） 

第９条 条例第８条第２項第３号の規則で定める事項は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 他の公園利用者等に危険を及ぼすおそれのある行為を行わないこと。 

(2) 指定外来魚の捕獲を目的とした釣りにより発生する釣り糸等のごみを捨てな

いこと。 

 （雑則） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 
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   附 則 

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 
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規 則 第  ８  号   

平成２７年 ３ 月 ９ 日   

 

 熊本市浄化槽保守点検業者の登録等に関する条例施行規則の一部を改正する規則を

公布する。 

 

                       熊本市長  大 西 一 史 

 

熊本市浄化槽保守点検業者の登録等に関する条例施行規則の一部を改正する

規則 

 

 熊本市浄化槽保守点検業者の登録等に関する条例施行規則（昭和６０年規則第５１

号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条の見出し中「申請等」を「申請」に改め、同条第２項を削る。 

 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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規 則 第  ９  号   

平成２７年 ３ 月 ９ 日   

 

 熊本市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則の一部を改正する規則を公布す

る。 

 

                       熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 熊本市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則（平成２年規則第６５号）の一

部を次のように改正する。 

 

 附則中第３項を削り、第４項を第３項とし、第５項を第４項とする。 

 

   附 則 

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 
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規 則 第  １０  号   

平成２７年 ３ 月 ９ 日   

 

 熊本市環境総合センター手数料条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

                       熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市環境総合センター手数料条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 熊本市環境総合センター手数料条例施行規則（昭和５６年規則第４３号）の一部を

次のように改正する。 

 

 別表環境衛生試験の項中 

「 

 

 

」 

を削る。 

 

   附 則 

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

(4) 第４類 

アスベスト含有検査（個人 

住宅に係るものに限る。） 

 

１成分につき

 

2,500 


















































































































